
 



新世紀へのシナリオ 

第四次川南町長期総合計画策定にあたってのごあいさつ 

新しい世紀の扉が開き、いよいよ私たちは 21世紀を歩き始めました。 
国内外の諸々の情勢が激しく変化する中にあって、我が国は、世界の経済

主要国としての新たな対応が求められています。 
また、急速な少子高齢化や国際化、さらに IT 革命、地球環境問題への意
識の高まりなど、時代は大きく変ぼうしようとしており、町政の推進に当たりましては、

21世紀のスタートを担う首長として、こうした時代の潮流を把握し、あらゆる課題に積極
的に対応していかなければなりません。 
これからの町づくりは、絶えず個性的で創造的な取り組みを心がけることが最も肝要で

あると認識しております。 
このため、本町では、時代に即した町政の諸問題や町民ニーズに対応し、町域の均衡あ

る発展を図っていくための道筋を明確にするため、平成３年度に策定しました長期総合計

画の改定を行い、このたび平成 13年度を初年度とし、平成 22年度を目標とする「第四次
川南町長期総合計画」を策定いたしました。 
この計画は、目標を「ニューフロンティア精神の町づくり」とし、町民一人ひとりが、

開拓者の方々がなしとげたあの大偉業の精神を引き継ぎ、主票として定めた５つの項目の

もと、「生まれ育ったことに誇りの持てる町川南」をその将来像としており、その実現をめ

ざして、新たな前進を開始いたします。生活環境の整備・産業の振興・福祉の充実・教育

文化の向上・効率的行財政の推進等の施策を展開してまいる所存でございます。 
私は、これまで町政の推進に対しましては、町民との対話を基本としながら、誠心誠意

努力をし、第三次長期総合計画の各政策についてはほぼ実施してきたと思っておりますが、

これからの 10 カ年間は町民生活に真の豊かさを実感できる 21 世紀の｢活力と魅力に満ち
た川南｣を目指すため、さらなる努力と実行を持って対応する必要があると自覚しています。 
この第四次長期総合計画を取り巻く環境は大変厳しいものがあると推察しますが、目標

達成へ向けて、国県をはじめ、関係機関のご指導、ご支援を得ながら、全力をあげて町政

を推進していく所存であります。このため町民参加や広域行政・効率的な行財政の運営・

地方分権の推進・IT分野等の積極的な取り組みをしてまいりますので、町民皆様には行政
と一体となった住みよい町づくりにご協力いただきますよう心からお願い申し上げます。 
 終りに、この計画の策定に当たりましては、川南町総合計画審議会の委員の皆様をはじ

め、町議会議員の慎重なるご審議、またアンケート調査や直接のご意見をいただきました

多くの方々に対して、厚くお礼を申し上げますとともに、今後とも一層のご理解とご支援

を賜りますようお願い申し上げる次第でございます。 

 
平成 13年３月 

川南町長 河 野 寛 一



答申を終えて 

 この度、第四次川南町長期総合計画審議会委員を代表いたしましてご

挨拶を申し上げます。 
 前回の第三次長期総合計画は平成 12 年度を目標年次に平成３年３月
に策定されましたが、今回はその計画を改定されるにあたり、私共 15
名の委員で構成する川南町総合計画審議会委員として委嘱を受け早速当

計画の審議に取り組んだ次第でございます。 
 本計画は、平成 13年から平成 22年までの 10年間という長いスパンとなり町民生活に
直結した極めて重要な計画書づくりとなっています。しかしながら、21世紀を迎えた今や
日本経済の構造的な変化をはじめ、話題となっている IT、さらには高齢少子化問題、人口
減少、国際化等課題は山積みし農業等基幹産業の低迷や商業活動の不振等、不安材料は多

く厳しい状況に直面しています。この様な情勢下にあって町は「第三次行政改革大網」等

によりできる限りの改革に取り組む等これらの問題を十分認識しながら強い信念で進めて

いく必要があると思います。 
 そこで今回の計画策定にあたっては 50 年前の先人達のたくましい開拓精神を基盤に、
目標「ニューフロンティア精神の町づくり」をめざし、将来像「生まれて育ったことに誇

りの持てるまち川南」の実現に努めるために町の基本的施策として大きく５項目が策定し

てあります。いわゆる新しい開拓精神で町づくりに取り組もうという基本理念により行政

を執行しようという考えの下に本計画が策定されていますが、この目標スローガンのとお

り一致団結し定めた目標に向って全力を傾注していただきたいと願っています。尚、今回

の審議にあたり町は事前に住民のアンケート調査や調整運営の基本である「町民との対話」

の実施等、実態調査を十分活用されての取り組みは大変効率的であると評価するものでご

ざいます。 
 本審議会においては毎回あらゆる分野にわたり慎重に審議を重ね委員間においても意見

伯仲の場面もあり、大変熱心な実りのある審議会であったと思います。 
 長期構想につきましては、 
◎行財政の効率化を図る上で広域処理や、広域合併は今後重要な政策課題と思われるが、

町民の理解と総意を念頭に、また、望ましい行政サービスの向上に努めていただきたい。 
◎少子高齢化が進行する中、本町産業は極めて厳しい状況下にあるが、今後更に地域の活

力が低下することのないよう福祉の充実、産業の振興、住環境整備のため施策を推進し、

活力ある本町の将来像の実現に努めていただきたい。 
◎東九州自動車道に設置されるサービスエリアの整備については、道路利用者のみならず

町民の利用活用により地域振興が図れるよう、その施設内用の対応に検討いただきたい。 
等、以上の３点をふまえ、諸政策を推進されることを要望いたします。委員をはじめ関係

各位の皆様に厚くお礼を申し上げます。 
 この計画の推進にあたり町当局におかれましては、町議会をはじめ町民の一層の理解の

もと、住民と行政が一体となって本町の特性や資源を最大限に発揮され「ニューフロンテ

ィア精神の町づくり」へ向けて邁進されますことを要望し、ご挨拶と致します。 
平成 13年３月 

川南町総合計画審議会 
会長 細 谷 サツエ



 
 

 

 

第四次川南町長期総合計画／目次 

 

第１部 総合計画策定の前提 

第１章 計画策定の背景  ……………………………………………………… １ 

 

第２章 川南町の概要 

 第１節 川南町の沿革  ……………………………………………………… ２ 

 第２節 自然的条件  ………………………………………………………… ２ 

 第３節 社会的条件  ………………………………………………………… ３ 

 

第３章 計画の構成 

 第１節 基本構想  …………………………………………………………… ５ 

 第２節 基本計画  …………………………………………………………… ５ 

 第３節 実施計画  …………………………………………………………… ５ 

 

第２部 基本構想 

第１章 計画の目標 

 第１節 川南町の将来像  …………………………………………………… ６ 

 

第２章 計画の主要指標 

 第１節 人口  ………………………………………………………………… ８ 

 

第３章 基本的施策 

 第１節 誰もが住みたくなる郷土の創造  …………………………………１１ 

 第２節 自然を生かした活力ある地域産業の展開  ………………………１３ 

 第３節 健康で思いやりのある社会づくりの推進  ………………………１５ 

 第４節 個性豊かな人づくりと文化の高揚  ………………………………１６ 

 第５節 計画の実現に向けて  ………………………………………………１７ 

 

第３部 基本構想 

第１章 誰もが住みたくなる郷土の創造 

 第１節 有効な土地利用  ……………………………………………………１８ 

 第２節 道路網の整備  ………………………………………………………２０ 

 第３節 生活環境の整備  ……………………………………………………２４ 

 第４節 安全な地域社会づくり  ……………………………………………３１ 

第２章 自然を生かした活力ある地域産業の展開 

 



 
 

 

 

 第１節 農業の振興  …………………………………………………………３５ 

 第２節 漁業・林業の振興  …………………………………………………４６ 

 第３節 商工業の振興  ………………………………………………………５２ 

 第４節 観光資源の開発  ……………………………………………………５６ 

 

第３章 健康で思いやりのある社会づくりの推進 

 第１節 保健衛生の充実  ……………………………………………………５８ 

 第２節 社会福祉の充実  ……………………………………………………６１ 

 第３節 社会保障制度の充実  ………………………………………………６８ 

 

第４章 個性豊かな人づくりと文化の高揚 

 第１節 学校教育の充実  ……………………………………………………７３ 

 第２節 社会教育の推進  ……………………………………………………７６ 

 第３節 町民文化の向上  ……………………………………………………７９ 

 

第５章 計画の実現に向けて 

 第１節 町民参加のまちづくり  ……………………………………………８２ 

 第２節 効率的行財政の推進  ………………………………………………８４ 

 

付属資料 

 町民意識調査結果  …………………………………………………………………９３ 

 総合計画審議会諮問  ……………………………………………………………１０１ 

 総合計画審議会答申  ……………………………………………………………１０２ 

 総合計画審議会委員名簿  ………………………………………………………１０４ 

 長期総合計画策定の経緯  ………………………………………………………１０５ 

 長期総合計画策定委員会名簿  …………………………………………………１０６ 
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総合計画策定の前提 



 
 

第１章 計画策定の背景 

 

第１章 計画策定の背景 

 

 本町は、昭和４７年に「豊かで明るく住みよい町づくり」を実現するための指針として

「川南町長期総合計画」を策定し、町の秩序ある発展と町民福祉の向上を目標に各種施策

を展開してきた。 

 その後、昭和５６年に第二次、平成３年には第三次の長期総合計画を策定し、本町を取

り巻く諸情勢の変化に対応した町づくりを進めてきた。 

 この間わが国の社会経済環境は大きく変動し、昭和４８年のオイルショックや９０年代

初頭のバブル崩壊とともに経済基調は高度成長から安定成長へと移行し、国民の生活意識

も物質的豊かさから心の豊かさへ、また自然が再認識されるなど新しい価値観へと転換し

てきている。 

 一方、本町においては、基幹産業である農業が低迷するなか、出生率の低下や高齢化の

進行による人口減少など厳しい状況に直面しているが、現在進められている尾鈴地区土地

改良事業による新たな農業の展開や東九州自動車道の開通により、本町の新たな発展が期

待されるところである。 

 このような新たな潮流における今後の町政運営は、国際化、高齢化、高度情報化を視野

に入れるとともに、より一層高度化、多様化する住民要望に的確に対応し、時代に即応し、

地域の特性を生かした各種施策を積極的に展開していく必要がある。 

 このため、２１世紀を迎えた本町の進むべき方向及び将来像を展望するとともに、その

実現のための基本的方策を明らかにした「第四次長期総合計画」を策定するものである。 
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第２章 川南町の概要 

 

第２章 川南町の概要 

 

第 1 節 川南町の沿革 

 藩制時代における川南町は、高鍋秋月藩に属していた。明治４年７月、廃藩措置によっ

て高鍋県児湯郡に属するようになり、同年１１月には美々津県の管轄となったが、明治６

年には美々津県が廃止され宮崎県に属することとなった。 

 明治９年８月、大政官布告により、宮崎県は鹿児島県に合併されたが、明治１６年５月

には分県運動が実り、再び宮崎県が置かれたのでこれに属した。 

 明治１７年１０月、持田村平田村戸長役場管内の平田村と川南戸長役場管内を合併して

川南村外１ヵ村戸長役場となり、明治２２年６月には町村制の実施により川南村役場を開

設し、大字を川南、平田の二つに編成した。 

 昭和２８年２月１１日、町制を施行して今日に至っている。 

 

 

第２節 自然的条件 

１ 位置・地勢 

 本町は、宮崎県のほぼ中央部に位置し、東

は黒潮あらう日向灘をのぞみ、西は木城町、

南は高鍋町、北は日向の歌人若山牧水のうた

った霊峰「尾鈴山」を仰ぎ、名貫川に沿って

都農町と境を接している。 

 町域は、東西約 1２km、南東約１０km にお

よぶ面積９０.２６㎢の純農村地域で、その大

部分は標高５０ｍ前後の台地となっており、

中央を貫流する平田川の両側に広がる国光原、

唐瀬原の両台地は、戦後における日本屈指の

大開拓地である。 

 

 役場の位置 東経１３１度３１分 

       北緯 ３２度１１分 
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第２章 川南町の概要 

 

２ 気象 

 本町の年間平均気温は、１７.２℃、平均最高気温が２１.６℃、平均最低気温が１２.

３℃となっており、積雪もなく年間を通じて温暖な気候に恵まれている。降水量は、梅雨

期や台風シーズンに偏るが、降水日数は１３１日で、年間降水量は２,５１７mm となって

いる。また、日照時間も平均２,０２２時間と比較的多く、南九州沿岸特有の温暖多湿な気

候で、農作物栽培には極めて恵まれた条件下にある。 

 

 気象データ 

気     温（℃） 
年 次 

平 均 最 高 最 低

年間降水量 

（㎜）

降 水 日 数 

（日） 

日照時間

(時間)

平成 ８ 年 16.3 20.7 11.3 2,122 125 2,135 

平成 ９ 年 16.8 21.2 11.9 1,983 128 2,109 

平成１０年 18.7 23.0 13.9 2,816 139 1,926 

平成１１年 16.9 21.6 11.9 3,148 131 1,916 

４年間平均 17.2 21.6 12.3 2,517 131 2,022 

                      資料：宮崎県総合農業試験場茶業支場 

 

 

第３節 社会的条件 

１ 人口・世帯数 

 本町人口の推移を見ると、昭和１５年では１０,４０４人であったが、戦後入植者の激増

に加え、第１次ベビーブーム等もあって、昭和３０年の国勢調査では２０,１７９人に達し

た。しかし、その後は離農や大都市への流出もあり減少傾向に転じたが、昭和４５年の国

勢調査１６,７０７人をさかいに減少に歯止めがかかり、その後はふるさと指向等により微

増に転じ、昭和６０年国勢調査では１８,４８０人まで回復することとなった。 

 しかし、この増加傾向も、昭和６１年の１８,６００人（現住人口）をピークに再び減少

傾向に転じ、平成８年では１８,０００人（現住人口）を割る状況となっている。 

 世帯数については、国勢調査年における一時的な現象が見受けられるものの、常に増加

傾向にあり、全国的な核家族化の傾向が本町にも強く現われている。 

 一世帯当たりの人員でみると、人口がピーク時の昭和３０年の５.５人に比較すると、平

成７年では３.４人と大幅な減少を示している。 
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第２章 川南町の概要 

 

 人口・世帯数の推移                      単位：人、世帯 

人        口 
区  分 

総 数 男 女 
世帯数 

１ 世 帯 

当り人口 

昭和１５年 10,404 5,274 5,130 2,117 4.9 

昭和２２年 18,424 9,435 8,989 3,497 5.3 

昭和２５年 19,567 9,979 9,588 3,561 5.5 

昭和３０年 20,179 10,146 10,033 3,672 5.5 

昭和３５年 19,294 9,601 9,693 3,872 5.0 

昭和４０年 17,664 8,721 8,943 3,863 4.6 

昭和４５年 16,707 8,150 8,557 4,009 4.2 

昭和５０年 16,940 8,210 8,730 4,370 3.9 

昭和５５年 18,026 8,723 9,303 4,720 3.8 

昭和６０年 18,480 8,826 9,654 5,029 3.7 

平成 ２ 年 18,371 8,682 9,689 5,199 3.5 

平成 ７ 年 18,053 8,477 9,576 5,379 3.4 

資料：国勢調査、現在人口（昭和１５・２２年） 

 

 

２ 就業構造 

 本町は、戦後解放された広大な軍用地を求め、食料の増産のため全国各地から農業を志

す人々が集まったことから「日本の三大開拓地」「川南合衆国」と呼ばれ、これまで農業の

町として飛躍的に発展してきた。 

 こうしたことから本町の就業人口は、これまで第１次産業が大半を占めていたが、昭和

６０年国勢調査では４７.７％と半数を割り、平成７年国勢調査では３７.８％となり、卸

売業やサービス業の増加の著しい第３次産業（３８.７％）との逆転現象が生じている。ま

た第２次産業においても企業誘致等により就業者が増加し、平成７年度では２３.５％とな

り、昭和６０年に比較し、４.２ポイントと順調な伸びを示している。 

 

 就業者の推移                          単位：人、％ 

第一次産業 第二次産業 第三次産業 
年 次 総 数 

就業者 構成比 就業者 構成比 就業者 構成比 

昭和 55 年 9,518 4,822 50.7 1,773 18.6 2,923 30.7

昭和 60 年 9,346 4,453 47.6 1,800 19.3 3,093 33.1

平 成 ２ 年 9,438 4,065 43.1 2,028 21.5 3,345 35.4

平 成 ７ 年 9,373 3,544 37.8 2,204 23.5 3,625 38.7

                                資料：国勢調査 
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第３章 計画の構成 

 

第３章 計画の構成 

 

第 1 節 基本構想 

基本構想は、本町の将来の目標とこれを達するための基本的施策を明らかにし、町発展

の基本的方向を示すもので、基本計画および実施計画の基本となるものである。 

平成１３年度を初年度とし、目標年次を平成２２年度とする。 

 

第２節 基本計画 

 基本計画は、基本構想で定めた将来の目標およびこれを達成するための施策の大網を実

現するための計画であり、町行政の推進方向を明らかにする主要な施策を示したものであ

る。 

 計画期間は、前期計画が平成１７年度までの５年間とし、後期計画を平成１８年度から

平成２２年度までの５年間とする。 

 

第３節 実施計画 

 実施計画は、基本計画で定められた施策を効率的に実現するため、実施すべき事業を具

体的に明らかにし、２年間のローリング方式により策定し、予算編成の指針とするもので

ある

5 



 
 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

第２部 

基 本 構 想 

 



 
 

第１章 計画の目標 

 

第１章 計画の目標 

 

第 1 節 川南町の将来像 

本町は、これまで「豊かで明るく住みよい町づくり」をめざし、農林水産業をはじめと

した各産業の振興や道路交通網、公園等生活関連施設の整備、保健・医療・福祉の充実、

さらには生涯学習の推進と町民文化の向上等各種の施策を積極的に展開してきた。 
 この結果、社会資本の整備も進み、町民の所得水準や生活水準は確実に向上するなど

一定の成果を上げてきているものの、「活力ある豊かな川南町」を実現するためには多くの

課題が残されている。 
特に長期化する厳しい経済状況は、農業を中心とした本町の産業経済に深刻な影響を与

え、また雇用問題の深刻化から依然として若年層の都市流通が進み、加えて出生率の低下

や本格的な高齢化社会の当来により、人口が減少するなど、本町を取り巻く社会環境はこ

れまでにない深刻な状況となっている。 
このため今後の町政運勢は、新たな地方の時代を迎え様々な困難と試練に直面すること

が予想されるが、幸い本町は、南国特有の温暖な気候、四季を通じて変化に富んだ自然と

緑豊かで広大な農地を有し、また開放的で人情味あふれる町民生が残されている。これら

は、人と自然が共生し、地域の選択と責任により自主的な地域づくりを進めていくうえで

貴重な財産となりうるものである。 
 このようななかにあっての本計画は、２１世紀初頭の本町の進むべき方向を定める重

要な計画となるが、計画策定に当たっては、多くの困難を克服し、今日の川南町発展の礎

となった先人たちのたくましい開拓精神を思い起こし、さらに発展するために「ニューフ

ロンティア精神の町づくり」をめざすとともに、これまで築かれた町政発展の基盤と恵ま

れた自然環境、風土、特性を時代に引継ぎ、親子孫３世代がゆとりと豊かさを実感でき、

「生まれて育ったことに誇りの持てるまち川南」の実現に努めるものとする。 
 その目標を達成するために、 

● 誰もが住みたくなる郷土の創造 
● 自然を生かした活力ある地域産業の展開 
● 健康で思いやりのある社会づくりの推進 
● 個性豊かな人づくりと文化の高揚 
● 計画の実現に向けて 

を基本主標に町民一人ひとりの参加と協力のもと各種施策を積極的に展開していくものと

する。 
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第１章 計画の目標 

 

 
 

 

（主　　標） (基本的施策）

有効的な土地利用

道路網の整備
誰 も が 住 み た く な る 郷 土 の 創 造

生活環境の整備

安全な地域社会づくり

農業の振興

漁業・林業の振興
自然を生かした活力ある地域産業の展開

商工業の振興

観光資源の開発

保健衛生の充実

健康で思いやりのある社会づくりの推進 社会福祉の充実

社会保障制度の充実

学校教育の推進

個 性 豊 か な 人 づ く り と 文 化 の 高 揚 社会教育の推進

町民文化の向上

町民参加の町づくり
計 画 の 実 現 に 向 け て

効率的行政の推進

第 四 次 長 期 総 合 計 画 施 策 の 体 系 図
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（目標） （将来像）
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第２章 計画の主要指標 

 

第２章 計画の主要指標 

 
第 1節 人口 

１ 人口と世帯数 

 普通死亡率の停滞と出生率の低下によって人口増加率は急激に落ち込んでおり、厚生省

人口問題研究所の全国人口推計では、２,０１０年前後で増加率はゼロになり、以後は人口
減少が始まると予想している。本町における人口推移も減少傾向にあり、今後もこの傾向

は続くものと予想される。 
 また、昭和６０年における本町の合計特殊出生率は２.２１となっていたが、平成７年で
は１.８８まで減少している。さらに、若年層（１５歳～１９歳）の移動率の落ち込みが大
きく、昭和６０年では８０％台を維持していたが、平成７年では５０％を割る状況となっ

ている。 
 こうした状況をもとに人口推計を行った結果、目標年次の平成２２年における人口を１

７,１００人と予測した。 
 世帯数については人口に反して増加の傾向にあるが、これは核家族化の進行やシングル

志向の傾向が強まってきたためと思われる。こうした傾向は今後も一層増加するものと考

え、目標年次の世帯数を５,９４５世帯、一世帯当たり構成員を２.９人程度と予測した。 

 
 人口・世帯数の予測                   単位；人、世帯、％ 

実  績 計    画 17/7 22/7 区 

分 平成 7年 平成 17 年 平成 22 年 倍率 年率 倍率 年率

人  口 18,053 17,400 17,100 0.96 ‐0.4 0.95 ‐0.3

男 8,477 8,186 8,018 0.97 ‐0.3 0.95 ‐0.3 

女 9,576 9,214 9,082 0.96 ‐0.4 0.95 ‐0.3

世 帯 数 5,379 5,785 5,945 1.08 0.8 1.11 0.7

１世帯当り 3.4 3.0 2.9 0.88 ‐1.3 0.85 ‐1.1

資料：国勢調査、推計 

 
 
２ 年齢区分別人口 

 医療技術の進歩による高齢化と出生率の低下による少子化の予想以上の進行は、全国的

に年齢構造に大きな変化を示している。本町においても、平成 7年から年少人口が老年人
口を下回る結果となっており、その差は年々拡大していくものと予想される。 
年齢三区分別の構成比では、０歳～１４歳人口は、平成７年の１８.６％から低下してい
くものの、平成２２年には１６.６％とやや回復するが、６５歳以上人口は、１９.２％か
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第２章 計画の主要指標 

 

ら２５.０％と県平均を上回るスピードで高齢化が進行するものと思われる。また、１５歳
～６４歳人口についても６２.２％から５８.４％に減少すると予測した。 

 
 年齢区分別人口の予測                   単位；人、世帯、％ 

実  績 計    画 17/７ 22/7 区 

分 平成 7年 平成 17 年 平成 22 年 倍率 年率 倍率 年率

人 3,364 2,814 2,832
0～14 歳 

％ 18.6 16.2 16.6
0.84 ‐1.7 0.84 ‐1.2

人 11,230 10,506 9,997
15～64 歳 

％ 62.2 60.4 58.4
0.94 ‐0.6 0.89 ‐0.8

人 3,459 4,080 4,271
65 歳以上 

％ 19.2 23.4 25.0
1.18 1.7 1.23 1.4

資料：国勢調査、推計 

 
 
３ 産業別就業人口 
 労働力人口は、再雇用制度等による雇用年齢の引き上げやこれに伴う就労環境の整備に

より、高齢者及び女性の就業者数の増加が見込まれ、全体では平成 7 年とほぼ同数の９,
７８９人になるものと思われる。 
 これまで食料供給基地の一端を担ってきた第一次産業の構成比は、昭和６０年には４７.
６％であったが、平成 7年では３７.８％までに減少している。新規参入者の減少などによ
り、さらにこの傾向は続くものと予想され、目標年次の平成２２年で２８.９％になるもの
と予測した。 
 第二次産業は、企業誘致等による雇用機会の増加により順調な伸びを示しているが、東

九州自動車道の建設や尾鈴土地改良事業等の公共事業により今後も増加するものと思われ、

平成２２年には２６.２％と予測した。 
 第三次産業は、余暇時間の増大や高齢化社会の到来に伴い、観光・リゾート関連産業や

シルバー・情報産業等のサービス業を中心に最も発展が期待される分野であり、今後とも

さらに増加していくものと予想し、平成２２年には就業人口の４４.９％を占めるものと予
測した。 
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第２章 計画の主要指標 

 

 労働力及び就業人口                     単位；人、世帯、％ 

実  績 計    画 17/７ 22/7  

平成 7 年 平成 17 年 平成 22 年 倍率 年率 倍率 年率

労 働 力 人 口 人 9,784 9,770 9,789 0.99 -0.1 1.00 0.0

就 業 人 口 人 9,373 9,497 9,517 1.01 0.1 1.02 0.1

人 3,544 3,043 2,749
第１次産業 

％ 37.8 32.1 28.9
0.86 -1.5 0.78 -1.6

人 2,204 2,387 2,496
第２次産業 

％ 23.5 25.1 26.2
1.08 0.8 1.13 0.8

人 3,625 4,067 4,272

内 

 

 

 

訳 第３次産業 
％ 38.7 42.8 44.9

1.12 1.1 1.18 1.1

資料；国勢調査、推計 
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第３章 第１節 誰もが住みたくなる郷土の創造 

 

第３章 基本的施策 

 
第 1節 誰もが住みたくなる郷土の創造 

 

１ 有効的な土地利用 

 本町の総面積は９０.２６ｋ㎡で、このうち山林、池沼、道・排水路等が４５.６％とい
う状況である。したがって、本町の将来計画を策定するにあたっては、町民共通の財産で

ある限られた土地を有効的かつ効率的に活用し、豊かで住みよいまちづくりを推進する必

要がある。 
 このため、土地利用については、本町の恵まれた自然環境の保全を前提にした国土利用

計画法に基づく川南町土地利用計画を定め、個別計画である都市計画及び農業振興地域整

備計画等との調整を図りつつ、町土の効率的な利用と均衡ある発展をめざすものとする。 

 
 
 
 
２ 道路交通網の整備 

 町民生活の向上と経済の発展を図るため、本町の経済、町総合開発の計画に即して、日

常生活の基盤としての町道網の整備を基本とし、整備着工した東九州自動車道の高速交通

網に対応するアクセス道路及び流通幹線道路網を合わせ、適切な道路空間の確保を図りな

がら計画的に整備することにより、道路交通の安全の確保と連携による地域づくり、まち

づくりに寄与し、地域の発展と活力ある経済と安心できる暮らしの実現に資することを道

路整備計画の方針とする。 
 この計画においては、新たな町活性化実現に向けた支援のための道路整備、活力ある町

づくりの支援のための道路整備、よりよい生活環境の確立のための道路整備及び安心して

住める郷土の実現の道路整備を推進するものである。 
 また実施にあたっては、財政の健全性の確保に留意しつつ、その促進に努めることとし、

各種事業との整合性の確保を図り、事業の評価等に、より効果的かつ効率的な整備に努め

るものとする。 
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第３章 第１節 誰もが住みたくなる郷土の創造 

 

３ 生活環境の整備 

 本町の恵まれた自然のなかで、すべての町民が、どこに住んでも健康で文化的な生活が

享受でき、やすらぎと潤いを感じることのできる快適な生活空間の確保をめざし、生活環

境や住宅施設の整備改善を推進する必要がある。 
 このため、地域の自然環境に配慮しながら、公園緑地等の確保や上水道、下水道事業の

整備充実を図るとともに、公営住宅については、時代の変化に対応した質的向上に努める

ものとする。また、近年の課題となっている地球環境問題については、ごみの減量化や再

利用に努めるとともに広域処理化を促進していくものとする。さらに、町民生活や産業活

動から発生する公害については、徹底した指導を行うとともに、処理施設の整備や指導体

制を確立し、町民一人ひとりが公害を出さないよう意識の高揚を図りながら、よりよい生

活環境を求めて産業の振興との調和に努めるものとする。 

 
 
 
 
４ 安全な地域社会づくり 

 本町は、地理的条件にも恵まれ、地滑り等の自然災害は受けにくい状況にあるが、台風

や集中豪雨等による被害には度々見舞われている。今後も多種多様の災害が予想されるこ

とから、災害に強い安全な町づくりに努めていくものとする。 
 また、全国的に交通環境が一段と厳しさを増しており、このため交通事故のない「安全

で住みよいふるさと川南」の実現をめざして関係機関、団体、住民が一体となり、思いや

りの交通安全思想の醸成を図る。 
 さらに、各種の災害から町民の生命、身体、財産を守り、その被害を最小限にくい止め

るため、消防防災施設の充実、消防団の組織強化を図る一方、広報活動を強化し町民の防

災意識の向上を図る。 
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第３章 第２節 自然を生かした活力ある地域産業の展開 

 

第２節 自然を生かした活力ある地域産業の展開 

 

１ 農業の振興 

 本町農業は、自然条件を生かし「耕種部門と畜産部門との調和をとりながら循環型農業

の確立」をめざすものとする。 
基幹産業としての農業が維持・発展するには、担い手確保、優良農地及び施設の確保、

農家所得の安定が必要である。このため、就農支援のための諸条件の整備充実を図りなが

ら、低コスト農業の推進、情報の収集・提供、流通販売機能の充実強化、農産物の品質及

び農業技術の向上など、競争基盤の整備充実を図る。 
また、快適な集落環境の整備、集落活動の活性化等により、活力ある村づくりに努める

一方、尾鈴畑地かんがい事業をはじめ農業生産の基盤を整備し、農作業の効率化と安定作

付けによる計画的営農形態を確立し、経営の安定を図る。 
さらに、「畜産環境対策」を大きな柱に掲げ、農村環境に配慮した循環型農業を推進する。 

 
 
 
２ 漁業・林業の振興 

沿岸漁業経営の確立のため、漁場の開発や施設の整備充実を図る一方、計画的な稚魚の

放流により資源の維持確保に努め、栽培漁業の振興を図るとともに、安定経営の確立と魅

力ある漁村づくりにより、漁業担い手の確保に努めるものとする。 
また、林業については、森林資源の造成と森林の持つ公益的機能拡充のため造林に努め

るものとするが、特に広葉樹を中心に、地質・地形等地理的環境に応じた植林を計画的に

推進する。 

 
 
 
３ 商工業の振興 

消費者ニーズの高度化・多様化、さらには販売競争の激化やモータリゼーションの進展

に伴う顧客の町外流出などにより空洞化が進展しており、本町の商業を取り巻く環境には

厳しいものがある。このため、新たな時代に対応した経営能力の向上を図るとともに、ま

ちづくり機関（ＴＭＯ）の設立支援と機能強化と併せ面的な都市基盤整備を推進し、快適

な商業空間の創出に努めるものとする。 
また、工業については、長引く景気の低迷や金融不安等により企業の整備投資や新たな

企業の立地は停滞している。今後は、地域と連携した企業支援体制を構築するとともに、

工業団地等を中心に基盤整備を進めながら、町人会等を活用した企業の誘致活動を積極的
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第３章 第２節 自然を生かした活力ある地域産業の展開 

 

に推進していくものとする。 

 
４ 観光資源の開発 

 本町の観光資源は、歴史や自然を素材とするものが多く見られ、人々の価値観が「心の

豊かさ」へと変化した今日では、その潜在能力は期待されるものがある。 
 今後、東九州自動車道の開通など総合交通網の整備を契機に、本町の特色を生かした個

性的で魅力ある観光地づくりに努めるとともに、市町村の枠を越えた広域観光ルートの形

成に取り組むものとする。また、「スポーツランドみやざき」の一翼を担うため、様々なス

ポーツ大会やスポーツキャンプの開催誘致に努める。 
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第３章 第３節 健康で思いやりのある社会づくりの推進 

 

第３節 健康で思いやりのある社会づくりの推進 

 

１ 保健衛生の充実 

 生涯を通じて健康な生活を送ることのできる「健康で活力ある町」を構築していくため

に、健康診査の受診率の向上に努め、疾病の早期発見・早期治療と事後指導の徹底を図る

とともに、栄養教育指導・健康教育・健康相談等疾病予防に努め、地域と一体となった健

康な社会づくりを推進する。また、少子・高齢化の進行に対応し、町民に良質の医療が提

供できるよう医療サービスや医療機関の充実に努める。 

 
 
２ 社会福祉の充実 

すべての町民が、住み慣れた地域社会で安心して健康で充実した生活ができるよう共に

生きる福祉社会の実現をめざし、福祉の心の醸成や福祉サービスの充実を推進していくも

のとする。 
また、家族や地域の人々の協力・支援により、社会的立場の弱い高齢者や身体障害者（児）

等が社会活動へ積極的に参加し、その能力が十分発揮できるよう施策の推進に努めるとと

もに、在宅者の介護予防・生活支援をはじめとする生きがい対策の推進と福祉の充実を図

る。 
さらに次代を担う児童が心身ともに健やかに生まれ、かつ育成されるために、家族をは

じめ、地域社会における児童を取り巻く環境の整備とともに、地域ぐるみでの健全育成に

努める。 

 
 
３ 社会保障制度の充実 

本格的な少子・高齢化社会を迎え、老後の所得保障としての年金制度の果たす役割は、

ますます重要なものとなってきている。このため、一人ひとりの年金受給権の確保と制度

の基盤強化を図るとともに、被保険者の理解を得ながら制度の健全運営に努めていく。 
また、急速な高齢化や医療技術の高度化等により医療費の増大が著しく、医療保険制度

の運営には、多くの困難が生じることが予想される。町民が健康で心豊かに生活できる社

会とするため、病気の早期発見や治療にとどまることなく、健康を増進し、発病を予防す

る「一次予防」に重点を置いた施策を推進し、医療費の適正化と財政の安定化を図るもの

とする。 
さらに、介護保険事業については、高齢者の保健福祉サービスの着実な推進を図るとと

もに、介護を社会的に支える仕組みとして構築し、供給体制の整備確立を図るものとする。
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第３章 第４節 個性豊かな人づくりと文化の高揚 

 

第４節 個性豊かな人づくりと文化の高揚 

 

１ 学校教育の推進 

 学校教育においては、豊かな人間性、社会性、創造性、国際社会に生きる日本人として

の自覚と責任を持った人間を育成することを目標とする。このためには、自ら学び、自ら

考え、主体的に判断し行動し、よりよく問題を解決する能力や、他人と協調し他人を思い

やる心、感動する心などの豊かな人間性を身につけるとともに、たくましく生きるための

体力を培うことが必要である。 
 これらの教育目標を達成するために、教育環境、施設の整備充実を図るとともに、教師

自身の資質の向上に努めるものとする。さらに、学校、家庭、地域はもとより、各組織や

関係団体との連携を密にして、信頼関係を堅持しながら地域ぐるみで教育体制を整え、学

校教育を推進していくものとする。 

 
 
２ 社会教育の推進 

個人の生活や意識が多様化し、人生の各年齢階層別の生活環境は大きく変化している。

こうした時代の変化に対応するため、いつでも、誰でも、どこでも学習できるよう学習機

会の拡充や施設の充実を図り、生涯各期における学習基盤の確立を図るものとする。さら

に、学校完全 5日制に対応し、学校のありかた、公民館活動の見直しを行い、学校、家庭、
地域社会がそれぞれの役割分担を明確にしながら連携・協力し合い、青少年の健全育成に

努めるものとする。 
また、学校体育依存型から生涯型社会体育への移行をめざし、子どもから高齢者まで、

より多くの町民がスポーツ・レクリエーションに取り組みやすい環境をつくるため施設の

充実や団体・指導者の育成に努めるものとする。 

 
 
３ 町民文化の向上 

文化ホール、図書館複合施設を文化振興事業及び町民の生涯学習推進施設の核として、

芸術・文化催事の拡充に努める一方、図書館活動において、各年齢各層に対応できるよう

内容の充実、施設整備を推進する。 
また、県内をはじめ全国とのネットワークを保つことで町民の感性を豊かにし、文化の

充実・振興に努め、あわせて、生きがいのある町づくり、人づくりをめざすものとする。 
さらに、町民の貴重な財産である文化遺産については、愛護意識の高揚に努めるととも

に、適切な保存・管理を行い、継承していくものとする。 
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第３章 第５節 計画の実現に向けて 

 

第５節 計画の実現に向けて 

 

１ 町民参加の町づくり 

 川南町の将来像である「生まれて育ったことに誇りの持てるまち川南」を実現するた

めには、行政の努力はもとより、地方自治の主役である町民一人ひとりが、地域、職場

をはじめとしたそれぞれの立場でまちづくりへの積極的な参加が必要である。このため

に、広報広聴活動をさらに充実し、町民に対して町政の的確な情報を提供するとともに、

各種委員会へ女性を積極的に登用するなど、幅広い分野において町民参加の機会を広げ

ていくものとする。 
 
 
２ 効率的行財政の推進 

経済情勢が低迷し、財政の硬直化が進み財政事情がますます厳しさを増すなかにあっ

て、行政需要は多岐にわたり、町民の行政に対するニーズも、今後ますます複雑化・多

様化してくるものと思われる。こうした状況のもと、公正かつ効率的な行財政の運営を

進めるために、引き続き行政改革を強力に推進し、事業の見直しや民間活力の導入など

による経費節減を行いながら、事業の重点化・効率化に努め、行政マンとして住民ニー

ズに迅速・的確に対応できるよう、職員の資質とサービスの向上を図るものとする。 
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第 1章 

誰もが住みたくなる郷土の創造

  



 
 

第１節 有効的な土地利用 

 

１ 土地利用計画 

 

現況と課題 

 本町の総面積は９,０２６ｈａで、このうち上面木山から尾鈴山にかけての西部山麓地帯
を除いた大部分は、土地利用条件の良好な西高東低の緩やかな大地を形成しており、公共

機関の集中している中央地区を中心に、国道、県道等の幹線道路沿いの唐瀬地区や新茶屋

地区に住宅地が集中している以外は、農用地区域となっており、町民の生活及び産業の基

盤としての土地利用が行われている。 
 地目別面積では農用地が最も多く、町土の３７.７％を占めているが、このうち畑につい
ては、昭和５０～６０年代に比較すると減少率は低下しているものの、依然として年々減

少傾向にある。これとは逆に、宅地については核家族化の進行に伴い、年々増加する状況

にある。 
 バブルの崩壊により、投機的な土地取引や大規模開発事業等は沈静化しており、土地利

用動向としては全体的に比較的安定した状態が続いているが、今後、東九州自動車道の開

通等を契機として新たな開発も予想されることから、今後の土地利用については、本町の

恵まれた自然環境の保全に十分配慮しつつ、町民生活の安全と快適性の確保に努めるとと

もに、国土利用計画法及び各週個別法の適性かつ厳正な運用を行い、計画的で調和のとれ

た土地利用を推進していくことが重要となっている。 

 
 
 土地利用区分別面積の推移                    単位；ｈａ 

年度 

地目区分 
平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成 10 年 H10－H6 

農 用 地 3,444 3,445 3,426 3,428 3,399 △４５

田 1,260 1,260 1,250 1,250 1,240 △２０

畑 2,170 2,170 2,160 2,160 2,140 △３０

 

採草放牧地 14 15 16 18 19 ５

宅 地 606 609 618 626 635 ２９

山 林 3,331 3,333 3,349 3,348 3,317 △１４

その他 1,645 1,639 1,633 1,624 1,675 ３０

土地利用現況調査 

 
 
 
 

18 



 
 

第１節 有効的な土地利用 

 

施策の内容 

 

（１） 国土利用計画法等の適切な運用 

 
 第三次国土利用計画（川南町計画）及び土地利用関係各法（農振法、農地法、都市計画

法、自然公園法等）の適切な運用を行うとともに、自然環境や生活環境に配慮した計画的

かつ総合的な土地利用を推進する。 
○ 住みよい町土づくり 
○ 健康な町土づくり 
○ 安全な町土づくり 
○ ふれあいのある町土づくり 

 
（２） 土地の有効利用の推進 

 

○ 農地用 
本町の基幹産業である農業の一層の発展を図るため、農業振興地域整備計画により

設定した農用地区域内の農地の確保と農業生産基盤の充実に努めるとともに、農業公

社により利用集積のうちの高度利用を推進する。 

 
 ○ 宅 地 

新たな宅地需要については、公園緑地等の居住環境の整備を推進しながら、用途区

域を主とした都市計画区域や幹線道沿いの住宅化が進みつつある地区へ計画的に誘導

するとともに、人口増加を図るため、宅地開発の可能性について検討を行う。 

 
○ 森 林 
森林の持つ公益的機能の維持・向上を図るため、川南町森林整備計画に基づいた森

林資源の保全対策を推進するとともに、自然休養、レクリエーションの場としての活

用についても検討する。 
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第２節 道路網の整備 

 

１ 幹線道の整備 

 

現況と課題 

 道路は、町民の生活や経済活動を支える重要な公共施設であり、その整備については、

従来から積極的に推進してきた。町道の整備状況は、平成１１年度末で改良済１１１.７km
（改良率２４.９％）、舗装済４１２.１km（舗装率９２.０％）となっている。今後、東九
州自動車道の供用開始が見込まれるなかでの道路整備は、国県道を骨格に、高速自動車道

に連結するアクセス道路並びに流通幹線道路の整備が必要となる。したがって、幹線町道

網を体系的に整備し、経済活動の活性化促進と併せて安全性を確保し、快適な生活基盤の

充実を図る必要がある. 
 また、橋梁については、現在１４５橋すべて永久橋に架替えられているが、建設年度の

古いものも多く、今後は計画的に調査をし、改良、架替えを行う必要がある。 

 
 
 道路の状況                          単位：ｋｍ、％ 

区  分 総延長 改良済 未改良 舗装済 未舗装 改良率 舗装率

１ 級 町 道 56.6 30.3 26.3 56.6 0.0 53.5 100.0

２ 級 町 道 49.2 14.6 34.6 49.2 0.0 29.7 100.0

その他町道 342.0 66.8 275.2 306.3 35.7 19.5 89.6

合  計 447.8 111.7 336.1 412.1 35.7 24.9 92.0

平成 11年度末現在 

 
 

 橋梁の状況      単位：箇所、ｍ 

橋       梁 
区  分 

個  数 総 延 長 

１ 級 町 道 ２０ ３６６ 

２ 級 町 道 ２３ ２０７ 

その他町道 １０２ ９９３ 

合  計 １４５ １,５６６ 

          平成 11年度末現在 
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第２節 道路網の整備 

 

施策の内容 

 

○ 東九州自動車道に連結するアクセス道の整備促進 

 
○ 流通及び生活基盤幹線町道の体系的整備 

 
 
○ 隣接する町との連携を図るための町境地域における道路整備 

 
○ 道路改良の促進による道路排水側溝の機能強化 

 
○ 重量制限や老朽化の見受けられる橋梁の調査と架け替え検討 
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第２節 道路網の整備 

 

２ 都市計画道路 

 

 現況と課題 

 本町における都市計画道路は、昭和４６年３月の見直しにより、６路線、全延長１５.
４ｋｍ（国道Ｌ＝３.３ｋｍ、県道Ｌ＝４.３３ｋｍ、町道Ｌ＝７.７７km）が決定され、平
成 8年１０月に東九州自動車道延岡西都線Ｌ＝１０.９６kmが追加決定された。平成１１
年３月末現在の改良率は４９.５％（延岡西都線を除く。）となっているが、このうち、町
道部分での改良が進んでいないのが現状である。しかしながら、本町のメインストリート

である垂門名貫線については、路盤の傷みがひどく、また、下水道管埋設による影響もあ

り、早急な対応が必要である。 
 今後は、都市計画地域における道路網を十分研究、協議したうえで、路線の検討見直し

を行い、快適な都市環境の創出に努める必要がある。 

 
 都市計画道路の状況                         単位：km 

計 画 延 長 改 良 済 延 長 
路 線 名 

用途区域内 用途区域外 用途区域内 用途区域外 
備   考 

延岡西都線  １１.０  ０ 東九州自動車道 

新茶屋中須線 ３.３  ３.３  国道 

垂門名貫線 ２.０  ０   

中里唐瀬線 １.４  １.４  県道 

清瀬垂門線 ２.２ １.２ ０ ０  

萠牟田上町線 ０.４ １.４ ０ ０  

波掛平鈴線 １.０ ２.５ ０.５ ２.５ 一部県道 

 
 施策の内容 

 ○ 平成１０年度策定のトロントロン商店街近代化基本計画に尊重しつつ、商工業の振

興の策定である中心市街地活性化基本構想策定の中で、商店街との協議を進めながら、

機能的かつ効率的な道路整備を推進する。 
 ○ 幹線町道網との整合性を図りながら見直しを進める。 
 ○ 交通の円滑性を高めるばかりでなく、快適で潤いのある道路空間の創出を目指した

沿道修景、緑化事業を推進するとともに、お年寄りや障害者も安心して通行できるバ

リアフリー化に努める。 
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第２節 道路網の整備 

 

３ 道路の安全対策 

 

 現状と課題 

 本町の主要幹線道路等をはじめとした道路総延長は、県内市町村の中でも上位に位置し

ており、このため、危険箇所や見通しの悪い箇所（カーブ、交差点）等が多く、近年は、

町民からのガードレールや道路反射鏡等安全施設の設置要望が多くなってきている。また、

平成１１年度における歩道延長状況は、１級町道（１２,４６８m）、２級町道（５,３１０
m）、その他の町道（７,２５４m）となっており、このうち通学路については、ほぼ整備
されているが、整備改良の必要な箇所も一部見受けられる。 
 今後は、交通事故防止と災害安全対策のための道路安全諸対策に積極的に取組み、安全・

快適な道路づくりを一層推進する必要がある。 

 
 

 施策の内容 

 ○ 主要幹線道及びその他町道の道路安全対策の現状調査 

 
 ○ 歩行者、自転車利用者等を保護するための道路安全対策 

 
 ○ 通学路における歩道の整備 
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第３節 生活環境の整備 

 

１ 公営住宅 

 

現況と課題 

 豊かさとゆとりを持続し、健康で文化的な生活を実現するためには、住宅単体の性能向

上はもとより、良好な住環境の整備を図ることが極めて重要である。 
 このために公営住宅は、質的水準を確保するとともに、民間住宅と併せて誘導居住水準

を目指しながら住宅ストックの形成に取り組み、福祉施策との連携を図りながら、高齢者・

障害者の居住の安全確保に努め、需要に応じた適正な住宅供給を図り、地域に根ざした魅

力ある住まいづくりに努める必要がある。 
 本町における公営住宅は、昭和２６年度の建設を始めとして、現在、管理戸数５１１戸

で住宅の不足緩和に寄与してきたが、質的な面では、居住環境が低水準となっているもの

も多く、また、老朽化している住宅の全公営住宅の占める割合も高くなっている。こうし

たことから、今後は良質な住宅ストックの整備が必要で、建替えまたは新規建設によるな

ど質的向上が重要な課題である。 
 また、既存公営住宅の管理については、団地ごとに管理計画を策定し、適正な維持管理

を行うことが必要である。 
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第３節 生活環境の整備 

 

 公営住宅の状況 

団 地 名 建 設 年 度 戸 数 構  造 平均床面積／戸 

垂 門 住 宅 Ｓ２６ ３ 木造平屋 ２８.０５㎡

中 須 住 宅   ２７ ２ 木造平屋   ２８.０５ 

ひ ば り が 丘 住 宅 ３６～３８ ４８ 簡易平屋   ３２.７２ 

出 水 住 宅 ４０～４１ ３２ 簡易平屋   ３２.００ 

昭 和 住 宅 ４０～４１ １２ 簡易平屋   ３１.３０ 

桜 が 丘 住 宅 ４１～４３ ４８ 簡易平屋   ３４.０２ 

新 茶 屋 住 宅 ４４～４５ ３８ 簡易平屋   ３４.３４ 

塩 付 西 住 宅 ４６ １２ 簡易平屋   ３５.７６ 

中 央 住 宅 ４７ １６ 簡易平屋   ３７.５９ 

さ ざ ん か 住 宅 ４８～５０ ５６ 簡易平屋   ４３.０８ 

南 中 須 住 宅 ５１～５２ ４０ 簡易平屋   ５１.４６ 

豊 原 住 宅 ５３ ２４ 中耐３階   ６６.５４ 

番 野 地 住 宅 ５４～５５ ４８ 中耐３階   ６６.９０ 

十 文 字 住 宅 ５６ １２ 簡易２階   ６６.２０ 

山 本 住 宅 ５６ １２ 簡易２階   ６７.４８ 

白 坂 住 宅 ５７～５９ ５４ 中耐３階   ６７.５３ 

塩 付 住 宅 Ｈ６ １８ 中耐３階   ８４.１３ 

新 橋 住 宅 ７～８ ３６ 中耐３階   ８７.１７ 

 

施策の内容 

 現有公営住宅は、団地ごとに現状のまま維持管理するもの、建替え、用途廃止をするも

の等について再度検討を行い、管理方針を明確にして維持管理に努める。 
また、今後の住宅ストックの整備を含め、新規建設については、需要の動向を見つめつ

つ、建替えを主とした整備の促進を図り、高齢者等の生活に対応できる住宅の供給に努め

る。 
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第３節 生活環境の整備 

 

２ 上水道 

 

 現況と課題 

 本町の水道は、昭和４８年度に広域簡易水道事業の認可を受け、上水道事業として昭和

54年度事業経営変更及び第 1次拡張工事を実施し、平成元年度に松原・伊倉簡易水道を統
合する第２次拡張工事を行い現在に至っている。 
平成 7年度から 5年間の水の需要動向を見ると、給水戸数が５．４％の増加となり、生

活・文化水準の向上による有収水量が３．８％増加し、年間配水量については、１２．４％

の増となっているが、このことは、漏水量の増が大きな要因を占めており対策が急務であ

る。また、施設については、老朽化による諸問題が発生しつつある。 
今後の課題としては、安全で良質な水道水の安定供給を確立するため、施設の改修及び

効率的な維持管理等経営計画の見直しが必要である。 

 
 

業務量                        （単位：人・戸・㎥・％） 

 平成７年度 前年比 平成 8年度 前年度 平成９年度 前年度 平成 10 年度 前年度 平成 11 年度 前年度

給 水 人 口 17,858 1.6 17,634 ∆1.3 17,488 ∆0.8 17,414 ∆0.4 17,409 ∆0.1

給 水 戸 数 5,527 2.6 5,616 1.6 5,652 0.6 5,766 2.0 5,828 1.1

年 間 配 水 量 2,101,202 6.4 2,091,610 ∆0.5 2,216,264 6.0 2,309,334 4.2 2,361,383 2.3

1 日平均配水量 5,741 6.2 5,730 ∆0.2 6,072 6.0 6,327 4.2 6,451 2.0

年間有収水量 1,645,968 4.0 1,629,479 ∆1.0 1,635,631 0.4 1,711,202 4.6 1,708,006 ∆0.2

1 日平均有収水量 4,497 3.7 4,464 ∆0.7 4,481 0.4 4,688 4.6 4,667 ∆0.2

 
 
 施策の内容 

上水道の安定供給対策等合理的、効率的な維持管理運営を図るため、計画的に施設の専

門的な点検調査を行うとともに、長期的整備計画を策定し、管路図の整備をはじめ、各施

設の改善改修を計画的に実施する。 
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第３節 生活環境の整備 

 

３ 公共下水道 

 

 現状と課題 

 近年、生活環境基盤施設の整備が進み、誰もが健康で文化的な生活を営むことができる

ようになってきた。そのことにより、家庭等の雑配水が水路及び河川等の公共用水域に排

出され水質汚濁を招いており、公共用水域の水質改善を図ることが重要な課題となってい

る。 
 このようなことから、平成６年度に川南町公共下水道基本計画を策定し、公共用水域の

水質汚濁防止、生活環境の整備を目的として、本町人口の約３０％を占める都市計画用途

区域２６５ｈａと、これに隣接した区域の３０ｈａを合わせた２９５ｈａを下水道全体整

備区域とし、中でも事業効果の高い住宅密集地区６０ｈａを第１期の事業区域として、平

成９年度から事業着工している。 

 
 川南町公共下水道事業計画概要 

項    目 全 体 計 画 事 業 認 可 

下水道計画目標年次 平成２６年 平成１５年 

下水道計画区域(ha) ２９５ ６０ 

下水道計画人口(人) ５,８００ １,９００ 

事 業 年 次 
平成９年度～ 
平成２６年度 

平成９年度～ 
平成１５年度 

 
 施策の内容 

（１） 公共下水道第１期事業区域の計画的整備 
 生活環境の改善、良好な水環境を維持・回復していく上で、下水道の重要性は一段と

高まってゆくものと予想されるので、町の財政計画と調整を図りながら計画的に整備を

進める。 

 
（２） 町民へのＰＲ 
 下水道事業を円滑に推進するためには、住民の理解と協力が不可欠であるので、住民

説明会やパンフレット、広報誌等によりＰＲに努める。 

 
（３） 第２期事業区域の準備作業の推進 
 平成１６年３月に第１期事業区域の供用開始を予定しているので、第１期事業区域の

進捗率を見ながら、第２期事業区域の検討を行い、引き続き計画が実施できるよう進め

る。 
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第３節 生活環境の整備 

 

４ ごみ処理 

 

 現状と課題 

 ごみ処理は、可燃物を２地区に分けて週に２回収集し、西都児湯環境整備事務組合で処

理している。 
 坂の上処分場については、安定型の処分場だったために埋立てができなくなり、不燃物

については、４地区に分けて月に２回収集しているほか、直接持込みされた不燃物から資

現物（缶・ビン）を回収した残りをコンテナに積込み、民間の一般廃棄物処理施設に運搬

から最終処分までを委託している。 
 ごみの排出量が、可燃物、不燃物とも増加の傾向にあることから、ごみ総量の減量化、

資源ごみのリサイクル化等を町民、事業者の理解と協力のもとに取り組むことや、広域処

理場の早期完成が課題である。 

 
 
 施策の内容 

 
 ○ 坂の上最終処分場跡地については、適正な管理を行う。 

 
 ○ ごみ分別収集を徹底するとともに、減量化と再資源化を推進する。 

 
 ○ 町内巡回を定期的に実施して、不法投棄の抑止と早期発見に努め、清潔で住みよい

町を目指す。 

 
 ○ 安定的なごみ処理を図るため、広域処理施設の早期完成を推進する。 
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第３節 生活環境の整備 

 

５ 公害防止 

 

 現状と課題 

 公害は、産業廃水、畜産糞尿及び家庭排水等による悪臭、水質汚濁、衛生害虫の異常発

生等が多い。本町は畜産の町でもあり、特に畜産振興と公害防止という両面から、畜産環

境の対策を講じる必要がある。 
 また、経済活動の拡大や生活様式の多様化などに伴い、自動車交通による大気汚染や騒

音、廃棄物の不適正処理、生活排水等による河川等の汚濁といった問題に加え、ダイオキ

シン類を始めとする環境ホルモンなどの新たな環境問題も生じている。 
 地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨など地球規模の環境問題が顕在化しており、その

解決は人類共通の課題となっている。 

 
 
 施策の内容 

 公害発生の原因は、人為的なものが多い。公害を出さないための広報、啓発活動を継続

的に実施し、町民各々の公害防止の意識を高める施策を講ずる。 
 公害の発生源に対しては、発生源の責任を明確にすると共に、関係行政機関と連携して

指導の徹底を図る。 
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第３節 生活環境の整備 

 

６ 河川の浄化 

 

 現状と課題 

 公共用水域の水質保全を図るうえで、水質汚濁の主要因となっている家庭から排出され

る生活排水の対策が急務となっている。 
 家庭でできる対策として、住民一人ひとりの工夫と心がけにより、公共用水域に排出さ

れる汚濁負荷量をできるだけ少なくするよう啓発活動を推進するとともに、発生源対策と

しての合併処理浄化槽の設置推進が不可欠である。 

 
 
合併処理浄化槽の設置状況（補助分）                   単位：基 

区  分 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成 10年 平成 11年 合 計 

新 築 21 55 57 46 46 33 45 303 

汲み取り改造 40 30 32 41 29 23 20 215 

単 独 改 造 54 20 28 34 39 25 21 221 

合  計 115 105 117 121 114 81 86 739 

 
 
 施策の内容 

 生活排水対策の推進等による河川等の汚濁防止、合併処理浄化槽の整備等、水質浄化対

策を推進していく。また、町民生活や産業活動など循環型の地域社会を形成するなど幅広

い分野にわたる環境保全施策を展開していく。 
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第４節 安全な地域社会づくり  

 

 

１ 交通安全対策 

 

現況と課題 

 町民が手軽に利用できる公共交通機関の少ない本町では、交通手段として自家用車、

バイク、自転車を利用しており、運転免許人口や一家族の自家用車所有台数は増加し、

町内での交通事故も増加している。 
 交通事故防止のためには、交通安全教育の推進が重要であり、事故原因を分析し、町

民一人ひとりの交通安全意識の高揚に努めながら、町民参加の安全対策を推進する必要

がある。 
 また、住民が事故の加害者、被害者とならないように事故情報の提供、住民からの交

通安全への提言を得ながら各関係機関と協議し、交通安全運動を推進していくことが重

要である。 
 
交通事故の状況                        単位；件、人 

年度 
区 分 

平成７年 平成８年 平成９年 平成 10年 平成 11年 

発 生 件 数 ６３ ９９ ８５ ６９ １２２ 
死 者 数 ２ ５ ４ １ ５ 
負 傷 者 数 ７９ １２０ １１０ １０９ １７２ 

 
 道路別事故の状況                       単位；件、人 

区 分 国 道 県 道 町 道 その他 合 計 
件 数 ５６ ２３ ４０ ３ １２２ 
死 者 ３ １ １ ０ ５ 
負 傷 ８４ ３５ ４９ ４ １７２ 

（平成１１年度） 
 
道路形状別事故の状況                     単位；件、人 

区 分 交差点 
交差点付

近 
カーブ 直線等 その他 合 計 

件 数 ５３ １７ ８ ４２ ２ １２２ 
死 者 ２ ２ ０ １ ０ ５ 
負 傷 ７８ ２７ １１ ５３ ３ １７２ 

                               （平成１１年度） 
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第４節 安全な地域社会づくり  

 

 

 

 施策の内容 

 
（１） 道路交通環境の整備 
 交通弱者、車両の安全を図るため、道路整備、信号機及び道路標識等の設置による

危険箇所解消を関係機関に要請し、その整備に努める。 
 
（２） 交通安全教育の推進 
 交通社会の一員として、責任の自覚、交通安全マナーアップと思いやりを原点とし、

警察、関係機関及び団体と連携を密にし、家庭、職場、地域が一体となり、交通事故

抑止について徹底を図る。 
 
（３） 広報活動の推進 
 住民一人ひとりの交通安全意識の高揚をめざし、広報活動を強化するとともに、町

民総参加の広範な交通安全運動を推進する。 
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第４節 安全な地域社会づくり  

 

 

２ 消防・防災 

 

 現状と課題 

 戦後、自治体消防として発足以来５０余年経過し、この間、消防法、建築基準法等の

法規制の整備、東児湯消防組合による常備消防体制の整備、土木、建築等の防災技術の

進歩、災害の原因となる自然現象の解明、予測技術の向上及び県防災行政無線、町防災

行政無線の整備による災害時情報伝達の迅速化、また、消防団員の効率的出動体制の確

立の為の分団制導入による消防団組織の再編成、施設等の整備、大規模災害に対処する

ための宮崎県市町村防災相互応援協定並びに宮崎県消防相互応援協定の締結等、地域防

災力は強化されてきている。しかしながら、全国的には、近年予測不能な大規模災害の

発生により、大きな被害がもたらされている。 
 このような大規模災害の発生による被害を最小限に食い止めるためには、地域の自主

防災組織の育成並びに防災ボランティアのための架橋整備が急務であり、その地域防災

のリーダーとして活動する消防団員の資質向上の為の各種教育訓練の実施、住民への防

災意識の高揚等の環境づくりと併せて、消防防災施設整備の充実、強化を図ることが今

後の課題である。 
     消防団組織図

団
　
　
長

（1名）

副
団
長

（2名）

第
一
分
団
長

第1部

第２部

第３部

第４部

第５部

第６部

第７部

第８部

第９部

第10部

第11部

第12部

第13部

第14部

第
一
分
団
長

ラッパ隊

（15名）

（17名）

（23名うち女性8名）

（17名）

（18名）

（16名）

（15名）

（17名）

（15名）

（17名）

（15名）

（１８
名）
（17名）

（18名）

（15名）

1地区・4地区・祝子塚

5地区（祝子塚を除く）・6地区

18地区

19地区・20地区

21地区・22地区

23地区

24地区・赤石・椎原・鵜戸の本

2地区・菅原・伊倉

3地区（菅原を除く）

8地区・市納・下原・下原上

9地区・10地区・14地区（平下を除く）

11地区・12地区・13地区・平下

15地区・清水・孫谷

16地区（清水孫谷を除く）・17地区（伊倉を除く）

各部からの混成（一般団員と兼務）
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第４節 安全な地域社会づくり  

 

 

 火災発生件数 
市町村名 平成７年 平成８年 平成９年 平成 10年 平成 11年 
川 南 町 １９ １２ １６ ２１ １５ 
高 鍋 町 １４ １６ １０ １４ １６ 
新 富 町 １７ １１ ６ １０  ４ 
木 城 町  ９  ５  ７  ７  ５ 
都 農 町 １４ １４  ８  ９  ８ 

                                消防年報 
 
施策の内容 

（１） 消防 
○ 消防団員の確保に努め、地震、風水害、林野火災等の大規模災害に対応できる動

員体制を一層充実するとともに、家族、事業所、地域住民への理解と協力を求め、

広報誌等によるＰＲや各種行事への消防団員の参加及び各種啓発活動に努める。 
○ 消防団員の資質向上のため、県、東児湯消防組合等と協力して各種教育訓練の実

施を図る。 
○ 現在各部に配備してある消防車輌、並びに機械器具の計画的な更新及び消火栓、

消化水槽等の消防施設の充実を図る。 
○ 分団制の実施により、消防団員の効率的出動体制を確立し、各種災害に対応した

マニュアルを作成し、災害に対しての迅速な対応を図る。 
○ 常備消防体制の更なる充実を図るため、東児湯消防組合の庁舎の移転、新設を行

い、消防施設、設備の充実を図り、各種災害に対しての迅速な対応に努める。 
 
（２） 防災 
○ 既存の自主防災組織に加え、地域組織を主体とした自主防災組織の育成を図ると

ともに、関係各課と協力して防災ボランティアのための環境整備に努める。 
○ 各種災害に対処するための防災マニュアルに基づいた訓練の実施並びに住民へ

の防災知識の普及徹底を図り、災害危険箇所点検の徹底と併せて避難場所の点検見

直しを行う。 
○ 災害時の情報伝達を正確、迅速に行うため、防災行政無線の平常時の通信訓練を

実施し、災害時の適切な運用に努める。 
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第２章 

自然を生かした活力ある地域産業の展開

  



 
 

第１節 農業の振興 

 

１ 農用地の確保 

 

 現状と課題 

 本町の経営耕地面積は、昭和５５年を１００とすると、平成１２年では１８ポイントの

減少の８２となっている。昭和５５年から１０年間の減少が１２ポイント、その後の１０

年間の減少が６ポイントで減少傾向は少し鈍ってきている。これを田・畑・樹園地ごとに

見ると、田の減少幅は５ポイントと小幅なのに対し、畑で１７ポイント、樹園地では５８

ポイント減の４２と大幅な減少を示している。 
 また、遊林農地では、平成７年度が１５３ｈａ、平成１１年度が２７３ｈａと４年間で

１２０ｈａも拡大しており、その多くは山麓部に集中している。さらに、農地転用状況で

は、過去１０年間の転用面積は１８０.７ｈａで、田が３２.２ｈａ、畑が１４８.５ｈａと
なっている。 
 これらの状況は、就農者の高齢化、後継者不足が大きな要因ではあるが、農業形態が収

益性の高い施設型農業へ移行しているため、農地未活用の減少が表れているものと思われ

る。また、遊林農地が山麓部に多く見られるのは、みかん園跡地の放置が主な原因である

が、平地部でも農地余り現象が見られるなか、起伏の多いみかん園跡地が農地として活用

可能かを再検討する必要がある。 
 一方、農用地の圃場整備率は８５％で、現在進められている畑作地帯の尾鈴地区畑地か

んがい事業をはじめ、未整備地区の農地保全事業、用排水路整備等を進め、今後とも優良

農地確保に努める必要がある。 

 
 
 農家戸数の推移                           単位：戸 

年 総戸数 指数 専業 指数 第1種兼業 指数 第2種兼業 指数 兼業計 指数

昭和 55 年 2,130 100 792 100 639 100 699 100 1,338 100

 〃 60 年 2,017  95 782  99 543  85 692  99 1,235  92

平成２年 1,803  85 746  94 467  73 590  84 1,057  79

 〃 ７年 1,610  76 634  80 414  65 562  80   976  73

 〃 12 年 1,395  66 488  62 347  54 560  80   907  68

                              農林業センサス、推計 

 

35 



 
 

第１節 農業の振興 

 

経営耕地面積の推移                        単位：ｈａ 

年 田 指数 畑 指数 樹園地 指数 計 指数

昭和５５年 1,160 100 1,308 100 474 100 2,942 100

昭和６０年 1,126 97 1,215 93 346 73 2,687 91

平成 ２ 年 1,167 101 1,189 91 235 50 2,591 88

平成 ７ 年 1,175 101 1,117 85 202 43 2,494 85

平成１２年 1,115 96 1,088 83 198 42 2,401 82

                             農林業センサス・推計 

 
農地転用の推移                           単位：a 

年 田 畑 計 年 田 畑 計 

昭和 60 年 61 645 706 平成 ５ 年 221 363 584 

昭和 61 年 200 590 790 平成 ６ 年 239 397 636 

昭和 62 年 108 1,067 1,175 平成 ７ 年 232 1,375 1,607 

昭和 63 年 157 961 1,118 平成 ８ 年 380 493 873 

平成 元 年 110 1,067 1,179 平成 ９ 年 385 2,252 2,637 

平成 ２ 年 371 2,314 2,685 平成 10 年 232 958 1,190 

平成 ３ 年 197 932 1,129 平成 11 年 97 655 752 

平成 ４ 年 232 778 1,010 合   計 3,222 14,849 18,071 

                                  農業委員会 

 
 施策の内容 

（１） 優良農地の確保 
 道路計画、都市計画区域等との総合的な調整を図り、生産目標に見合った農業振興

地域を定め、優良農地を確保・管理していく。 
 また、川南町農業公社により、農用地を受委託し、意欲ある農家群に集積させ、遊

休農地の拡大防止と作業の効率化を図る。 

 
（２） 生産基盤の整備 

 圃場の区画整備、農道、排水路整備など生産基盤の充実を図り、優良農地を造成す

る。 
 また、水資源を確保し生産体制の確立を図るため、現在進められている尾鈴地区畑

地かんがい事業の早期完了を目指し、推進していく。 
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第１節 農業の振興 

 

２ 経営の安定化 

 

 現状と課題 

 本町の農業は、ＪＡ尾鈴を中心とした大組織農家群、いくつかの商社系を主体とする小

グループ農家群、単独で直接取引する個々の農家群が存在し、それぞれの組織の方針で経

営がなされている。また、各々の農家群の中に専業農家と兼業農家が存在し、それぞれの

役割を果たしながら農業経営を展開している。 
 しかし、同一品種を生産するにも組織によって管理・技術等に違いがあり、出荷銘柄も

異なり、組織ごとに流通・販売されるなど、グループのこだわりが伺える。 
 これまで、安全で売れる商品を安定供給できる産地づくりを目指して農業経営を推進し

てきた。今後もこの方針は変わらないが、ＪＡ、商社系を問わず、川南町を代表とするブ

ランドをいかに確立するかが課題であり、行政、関係者が一体となって協議し、統一性の

あるブランド化を推進するとともに、コスト低減を図る必要がある。 
 一方、畜産糞尿による環境問題が深刻化し、糞尿処理施設の設置等改善に努めているが、

施設費・処理費にかかる経費が畜産経営を圧迫している。適正かつ低コスト処理が緊急の

課題である。 

 
 
 
 農産物粗生産額の推移                      単位：百万円 

年 粗生産額 指数 耕種部門 指数 畜産部門 指数 その他 所得率 所得額 指数 

昭和 55年 22,028 100 4,072 100 17,719 100 237 20.6 4,533 100

昭和 60年 28,523 128 5,330 131 22,919 129 274 15.2 4,347 96

平成２年 31,990 145 7,612 187 24,142 136 236 25.6 8,194 181

平成７年 23,289 106 8,329 205 14,836 84 124 28.4 6,613 146

平成 10年 20,498 93 6,706 165 13,562 77 230 22.5 4,605 102

                               農林水産統計年報 
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 施策の内容 

 
（１） ブランドの確立 

 農業団体、商社系グループ等を問わず農業者が協議、研修する場を設け、相互の情

報交換等を行い、新たな農産物の開発・発見に努め、本町を代表するブランドを確立

する。 

 
（２） 流通・販売網の拡大強化 

 販売は、組織ごとにそれぞれの方法で取引されているが、組織の情報をネットワー

ク化し、相互の信頼をもとに安定した価格販売が実現するよう各組織が協議する場を

設け、流通の一元化を図り、定量、定時、定品質を確保することにより販路の拡大を

目指す。 

 
（３） 効率的かつ安定的な農業経営 

 認定農業者の育成により意欲的な農家群を実現させるとともに、コストの低減を図

り、労働時間２０００時間、農業所得８００万円を目標に経営の向上を図る。また、

技術の習得等により生産意欲の増進を図り、農畜産物の安定供給を目指す。 

 
（４） 適正規模農業の確立 

 農業経営指針を参考に過剰投資を避け、目標をしっかり定め、労働力、技術力に見

合った農業経営指導の下に経営を見直し、規模の適正化で経営安定を図る。 

 
（５） 循環型農業の確立 

 町内の畜産農家から排出される糞尿等を適切に処理し、耕種農家と畜産農家が一体

となった循環型農業を確立する。 
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３ 農業後継者の確保と育成 

 

 現状と課題 

 農業は本町の基幹産業であるが、農家の後継者不足等により、農業就業人口に占める高

齢者の割合は４７.４％（９５農業センサス）で、かなり高齢化が進んでいる。 
 これまで、後継者対策として実施された農村環境の整備、農業資本の整備など、農業を

取り巻く環境整備は随分と改善され、後継者資金、補助事業等の支援措置も講じられてい

るが、農業後継者の確保は、小幅な伸びに留まっている。 
 現在の農地、農業体制を誰がどのように維持していくのかが課題である。 

 
 
 
 経営規模別農家戸数の推移                  単位：ｈａ、戸 

 
年 

 
0.3未満 

0.3以上 
～ 

0.5未満 

0.5以上 
～ 

1.0未満 

1.0以上 
～ 

1.5未満 

1.5以上 
～ 

2.0未満 

2.0以上 
～ 

2.5未満 

2.5以上 
～ 

3.0未満 

3.0以上 
～ 

5.0未満 

 
5.0以上 

昭和 55 年 348 172 404 402 294 206 136 123 45

昭和 60 年 354 229 387 332 281 165 97 114 58

平成 2 年 287 188 367 282 245 148 96 142 48

平成 7 年 226 170 317 255 218 128 83 155 58

平成 12 年 223 120 247 218 154 128 75 151 79

  注 ０.３ｈａ未満には自給的農家を含む.         農林業センサス、推計 
 

 

 

 施策の内容 

 
（１） 青年・認定農業者の育成 

 ＳＡＰ活動をはじめとした青年農業者の活動を促進するとともに、優れた技術、経

営感覚を持った農業者を認定農業者として支援する。 

 
（２） 新規就農・参入者の受け皿づくり 

 新たに農業に取り組む新規就農・参入者を支援するため、必要な情報を提供すると

ともに、農業研修の場としての優良農家研修など、受入れ体制の整備を図る。 
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（３） 農村女性の労働環境の改善 
 農村女性の労働環境の改善のため、家族経営協定の普及、各種研修の参加等自主的

な活動を支援する。 

 
（４） 高齢者の活動促進 

 高齢農業者が、経験を基に効率的農業、伝統的経営など能力を生かし、地域農業の

一役を担うことで後継者の労働負担の軽減を図る。また、健康なことで介護負担も軽

減され、農家経営の安定に寄与することから、高齢者の能力の適正な評価、高齢者の

活動の場づくり、健康の維持・増進を推進する。 

 
（５） 川南町農業公社による農家支援 

 農業公社により、高齢農業者の労働を補い、農用地の有効活用を図るなど、農家支

援を目指す。 
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４ 農業生産基盤の整備 

 

 現状と課題 

 農業基盤整備については、これまで各種の制度事業により、圃場整備、用排水整備、農

道整備、集落環境整備を行い、農用地の集団化と生産性の向上を図り、食糧基地にふさわ

しい整備を進めてきた。 
 本町の農地は、全域火山灰土壌で形成されており、そのほとんどが特殊土壌地帯に指定

されている。このため、豪雨時に表土流出や侵食等が多く見受けられ、これまで、畑地帯

においては、県営農地保全事業（大久保地区、唐瀬原地区・下野田地区・上野田地区・十

文字地区・通山地区）水田地帯においては、農業集落排水事業、小規模排水事業、排水特

別対策事業等により用排水路の整備を進めてきた。 
 また、農道については、農産物流通と生産物の荷傷み防止を主に、農道整備、農免農道

整備事業（小俵橋農免）にて整備を行ってきているところである。 
 今後、これらの整備された路線と広域的な大型農道へのアクセスを計画し、農業施設へ

の利便を図っていくことが必要である。 
 さらに、圃場については、国の直轄によって整備された圃場では、一区画が水田１０ａ、

畑地１ｈａ、また、土地改良事業によって整備された水田については一区画３０ａにより

農地が形成されている。しかし、現在は、大型機械導入による営農形態に変化してきてい

るため、今後未整備地区の整備促進を含め、大型圃場への整備が課題である。 
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 施策の内容 

 
（１） 農道の整備 

 現在実施中の県営農免農道整備事業及び県単ふるさと農道整備事業については、早

期完了を目指す。また、幹線農道とアクセス道路及び末端農道の整備については、各

種事業での取組みを検討し、整備の促進を図る。 

 
（２） 用排水路の整備 

 畑地帯については、現在実施中の県営農地保全整備事業の促進を図る。 
 水田地帯については、県単小規模排水事業等の各種制度事業の導入を検討し、配水

路整備の促進を図るとともに、未施行地域や用水路の整備にあたっては、農業者の高

齢化等の問題や農地の保全等も考慮し、各種事業を検討していくものとする。 

 
（３） 圃場整備 

 町内の農地は、その殆どが区画整備されているものの、再整備の必要な圃場も見受

けられる。 
 今後は、未整備地区も含め、大型機械による作業効率を考慮し、地域受益者と協議

しながら大規模圃場へ向けた整備を促進する。 

 

 

42 



 
 

第１節 農業の振興 

 

５ 農業用水 

 

 現状と課題 

 本町の農業用水は、平田川、名貫川、小丸川水系と溜池、小河川、井戸、湧水等により

取水しているが、このうち水田については著しい干ばつの年に一部の水不足があるものの、

ここ数年は大きな水不足に悩まされることはなく、ほぼ充足している状況である。しかし

ながら、近年における降雨量の減少に伴う水量不足に加え、井堰、用水路等の未改修によ

る漏水が多く、施設の管理に苦慮しているところが見受けられる。 
 小丸川水系の高鍋川南国営開拓事業により造成された施設については、国営造成土地改

良施設整備事業高鍋川南地区として、昭和６３年度より平成４年度にかけて部分改修が終

了したが、残りの施設のほとんどが建設当時のままであり、このため老朽化が著しく、今

後の整備対策を講ずる必要がある。 
 畑地帯のかんがい施設は、青鹿ダムを水源とした唐瀬原地区と河川と池からポンプアッ

プによるかん水区（鬼ヶ久保、孫谷）の４２０ｈａは整備されているが、特に唐瀬原地区

の施設全般については、築造後４０数年も経って老朽化しており漏水が激しく、また、期

間取水等の問題もあり、機能が十分に発揮されていないのが現状である。また、他の地域

のかんがい施設についても同様な問題が出てきており、現在実施計画されている国営尾鈴

土地改良事業に取り組み、整備解決を図っていく必要がある。 

 
 
 
 施策の内容 

 安定した水量を確保し、漏水なく配水するため、未改修の取水堰、用水路、溜池等につ

いて県営、団体営、公的資金活用によって、受益者の有利になる事業を計画し改善してい

く。 
 畑地については、国営尾鈴土地改良事業によって整備を図っていく。本国営事業の水源

計画は、既設の青鹿ダム（総貯水量９００千㎥）を引き続き有効利用する（取水設備改修、

取水管、調圧水槽新設）とともに、新規に切原川上流にダムを築造して水源の確保を行い、

平成１３年度からファームボンドの建設（銀座第１、鵜戸の本、銀座第２、大内、切原）

を行い、導水路、幹、支線水路（パイプライン）によって畑台地に水を導く計画である。

この切原ダム本体（総貯水量２,０００千㎥）の建設着工を、平成１５年度から行う予定で
ある。 
 また、国営関連事業（末端かんがい施設整備）については、県営畑地帯総合整備事業と

して、平成１３年度より尾鈴北第１地区（唐瀬原、大久保）５９０ｈａに着工し、以下尾

鈴北第２地区（市納、野田原）１６０ｈａ、尾鈴北第３地区（沓袋）５０ｈａ、尾鈴南地
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区（大内、十文字、国光原、通山）７８０ｈａの３地区を順次に新規採択申請を行い、併

せて農道整備も一体的に整備計画していく。 
 さらに、早期完成を目指した推進を行うため、尾鈴促進協議会（高鍋町、都農町、木城

町、ＪＡ尾鈴、ＪＡ児湯）町推進協議会、農業関係各種団体等と受益者が一体となり、畑

地かんがい事業の異義、畑地営農振興等について研修会を行い、早期完成に向けた積極的

な推進を図り、農業生産者の安定した畑地営農を確立する。 
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６ 農村生活環境の整備 

 

 現状と課題 

 農村の活性化のため、これまで農村総合整備事業及び２１世紀を担う村づくり事業を導

入し、農業集落道や集落排水事業をはじめ、農村公園、営農研修館など農村地域における

住環境の整備に取り組んできた。 
 今後は、生活雑排水による農業用水の汚濁を防ぐため、集落内での用排水を分離したり、

汚水処理施設の整備や畜産糞尿による環境汚染対策が課題である。 

 
 施策の内容 

 
○ ２１世紀むらづくり事業により、集落の文化、伝統を見直し、また、生活改善の場

としての研修館を建設するなど集落活動を支援する。 

 
○ 生活排水による農業用水の汚濁を防止するため、集落内の用排水の分離、小型合併

処理浄化槽を中心とした汚水処理施設の事業を推進する。 

 
○ 畜産環境を整備するため、畜産糞尿処理支援に努め、循環型農業を確立し、快適な

農村づくりを推進する。 
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第２節 漁業・林業の振興 

 

１ 漁業の振興 

  

現状と課題 

 漁業は、輸入水産物の増加による価格の低迷、漁業資源の悪化による漁獲量の減少、就

業者の高齢化等厳しい状況にある。 
 近年の漁獲量は、年ごとに増減はあるものの、ここ数年では、平成９年度の３,６０１ト
ンをピークに減少し続け、平成１１年度は２,９０５トンまで減少している。漁獲高は、平
成１１年度が２,１６８百万円で、やはり減少傾向にある。水揚げを町内、町外でみると、
平成２年度に町外漁獲高が町内漁獲高を上回って以来、その差が拡大し、平成１１年度は

漁獲高の８２％が町外となっている。これは、漁船状況でも伺えるように５トン以上の漁

船増加は、マグロ船が占めていることから町外漁獲高の増加もうなずける。また、県内で

後継者不足が深刻となっているなか、本町の組合員数は、ここ数年ほとんど変わらず推移

している。 
 一方、資源維持のため、稚魚の放流、魚礁、藻場礁の設置事業等に取組み、効果を上げ

ている。今後も中間育成の充実と藻場造成等の推進で「つくり育てる漁業」を目指し、近

海での漁獲量を確保する必要がある。 

 
 水産業の状況 

漁船の状況（隻） 
年度 

総 数 ５ｔ以上 比率(%) 

漁獲高 
(百万円) 

漁獲量 
(ｔ) 

組合員 
(人) 

平均年齢 
(正組合員 歳) 

７ ２１９ ３２ １４.６ １,８４７ ３,０８７ ４１９ ４６ 

８ ２１７ ３４ １５.７ ２,０２３ ２,８６９ ４２３ ４６ 

９ ２１４ ３６ １６.８ ２,３９４ ３,６０１ ４２８ ４６ 

１０ ２１３ ３７ １７.４ ２,１８１ ３,４１４ ４３０ ４７ 

１１ ２１４ ４０ １８.７ ２,１６８ ２,９０５ ４２３ ４７ 

                              川南町漁業協同組合 

 
 漁獲高の推移                           単位：千円 

 平成元年 平成７年 平成８年 平成９年 平成 10 年 平成 11 年

総漁獲高 1,425,038 1,847,421 2,023,020 2,394,652 2,181,217 2,168,464

町  内 768,959 587,103 472,701 546,339 460,925 381,322

町  外 656,079 1,260,318 1,550,319 1,848,313 1,720,292 1,787,142

                              川南町漁業協同組合 
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第２節 漁業・林業の振興 

 

施策の内容 

 
（１） 沿岸漁場の造成 
 並型魚礁、藻場礁等の設置事業を推進するとともに、放流稚魚の中間育成で、確実に

根づく魚類を確保し、漁獲高の増進に努め、「つくり育てる漁業」を推進する。 

 
（２） 漁業経営の改善 
 漁船、漁具等の改善を図るとともに経営診断等も取り入れ、経費を節減し、漁業の安

定経営を目指す。 

 
（３） 漁業協同組合の整備充実 
 漁協合併も視野に入れ、県央の中核漁協として組織体制を強化させ、組合員の経営安

定のため、各種事業の展開ができる組織として育成する。 

 
（４） 都市交流型漁村の推進 
 大型漁村公園建設に併せ、流入する利用客と地域住民の交流の場を造成し、海産物を

地場産品として活用させるなど、地域の活性化のための施策を推進する。 
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第２節 漁業・林業の振興 

 

２ 漁村環境の整備 

 

 現状と課題 

 平成５年から供用開始をした漁業集落排水事業は、7年が経過し、月日の経過とともに、
設備の消耗や塩害による施設の傷みが目立ってきており、環境整備が完了した後の諸問題

が発生してきている。それに伴い修繕費も年々増加し、使用料だけでは維持管理費を賄い

きれないのが現状である。 
 一方、排水処理人口は、計画区域内人口 1,４００人に対し８４２人で、加入率は６０.
１４％に留まっており、未だに生活雑排水等が海域に排出され、水質汚濁を招いている。

今後は、加入人口の促進と環境保全について住民意識の高揚に努める必要がある。 
 又、通浜地区は、狭隘な地形に民家が密集していたため、生活基盤の整備が遅れていた

が、これまで制度事業等の導入により徐々に改善しつつある。今後も県央における拠点漁

港として、ふさわしい生活環境の整備充実を図る必要がある。 

 
 施策の内容 

 
（１） 漁業集落排水事業 

 
○ 事業経営の健全化 
 個人説明会、啓発活動等を行い加入率の向上に努め、料金収入の増加を図る。ま

た、独立採算の見地から、料金体系及び使用料金の見直しを検討する必要がある。 

 
○ 整備機械等の充実 
 適正な維持管理を怠れば、十分な機能を発揮せず、所期の事業効果が得られなく

なるので、計画的に修繕、交換を進め、長期的に見た経費の節減を図る。 

 
（２） 生活環境の整備 

 
○ 道路の整備 
 地域住民の生活や経済活動の利便性を高めるため、現在進められている漁港関連

道路整備事業等の早期完成を促進する。 
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第２節 漁業・林業の振興 

 

○ 海岸環境整備事業の推進 
 海岸環境整備事業の整備促進を図り、地域住民のスポーツレクリエーション、さ

らには地域活性化の場として有効利用する。 
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第２節 漁業・林業の振興 

 

３ 林業の振興 

 現状と課題 

本町の総面積９,０２６ｈａのうち、３,３２８ｈａが森林面積で全体の３７％を占めてい
る。森林内訳は、国有林１,５４３ｈａ（４６％）、公有林３０３ｈａ（９％）、私有林１,
４８２ｈａ（４５％）の割合であり、民有林のうち（公有林＋私有林）の１,２４７ｈａが
人工林で、人工林率が７０％となっている。 
 人工林の樹種は、スギ７５％、ヒノキ１８％、マツ、クヌギ等が７％の割合である。林

齢級構成は、戦後の造成地が多いこともあって、７齢級以下が７２％を占め、伐期齢に達

した林分は２８％である。 
 これらの森林は、流域森林総合整備事業などを取り入れ、一般構造材の生産を中心に、

柱材の生産を目標とした間伐等育林を推進してきた。今後は、公益的機能の発揮を図るた

め、複層林施業や長伐期施業の導入を図るとともに、伐採跡地の再造林等を推進する必要

がある。 

 
 
 所有者形態別森林面積                  単位：ｈａ 

立 木 地 
保 有 形 態 総面積(ha) 

計 人 工 林 天 然 林 

総 数 ３,３２８ ３,２４０ ２,５３７ ７０３ 

国 有 林 １,５４３ １,５０４ １,２９０ ２１４ 

県 有 林 ３ ３ ３  

町 有 林 ３００ ２５４ ２４１ １３ 

私 有 林 １,４８２ １,４７９ １,００３ ４７６ 

                         森林総合整備計画書 

 
 
 施策の内容 

（１） 適正施業の推進 
 森林の持つ機能を総合的かつ高度に発揮させるため、計画的な除間伐・造林事業の

推進により、健全な森林資源の維持造成を図る。 

 
（２） 作業路の整備 

 除間伐・造林事業の実施を補完するため、作業路の整備を促進する。 
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第２節 漁業・林業の振興 

 

（３） 森林組合の育成強化 
 森林組合広域合併の促進により、職員体制を強化し事業の拡大、販売強化及び受託

施業を推進していく。 

 
（４） 公益的機能の促進 

 森林の公益的機能の果たす役割は大きく、このため、漁民の森育成整備及び広葉樹

林帯の造成に積極的に進め、水資源の確保等環境保全に努める。 

 
 針葉樹林整備計画                    単位：ｈａ 

 事業区分  育 成 単 層 林 整 備 

 事業の種類等  保    育 

 事業主体  

 
人工造林 下  刈 除・間伐 

 
計 

川 南 町  １ ４８ ４９ 

児湯森林組合 ３０ ３００ ７０ ４００ 

計 ３０ ３０１ １１８ ４４９ 

                          森林総合整備計画書 

 
 広葉樹林整備計画                    単位：ｈａ 

 事業区分  育 成 単 層 林 整 備 

 事業の種類等  保    育 

 事業主体  

 
人工造林 下  刈 除・間伐 

 
計 

川 南 町 ９ ９０  ９９ 

児湯森林組合 １ １５  １６ 

計 １０ １０５  １１５ 

                          森林総合整備計画書 
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第３節 商工業の振興 

 

１ 魅力ある商店街づくり 

 

現状と課題 

 本町の小売業は、平成 9 年の商業統計によると、商店数１５２店、従業者数７１８人、
年間販売額１７０億３,９００万円、売り場面積１１,４７５㎡であり、平成６年と比較す
ると、商店数は８.４％の減少、従業員数は４.６％の減少であり、年間販売額については
２７.４％の減少となっている。 
 特に近年は、消費者ニーズの高度化、多様化、交通体系の変化、さらには大型店舗やコ

ンビニエンスストアの国道沿線への展開等により大きな環境の変化に直面しており、この

ままでは飛躍的な発展は厳しい状況にある。 
 しかし、消極的な発想では、空洞化ひいては中心地に商店街がなくなることも予想され

るところであり、こうした状況を打破するためには、各店の経営者が商業に対する根本的

な考え方を再度見つめ直すとともに、消費者の心をつかむ販売活動を推進していくことが

重要である。 

 
 
 小売業の推移 

年 

 

商 店 数 

店 

 

従業員数

人

年 間

販 売 額

百万円

 

売場面積

㎡

１店当り 

年間販売額 

   千円 

従業員 1 人

当り年間販

売額 千円

平成６年 166 745 23,466 13,071 141,361 31,498

平成９年 152 718 17,039 11,475 112,099 23,731

H9/H6(%) 91.6 96.4 72.6 87.8 79.3 75.3

商業統計調査 
 

 

施策の内容 

 商業者はもちろんのこと、民間と行政が一体となり、町民との連携を図りながら、つぎ

の施策について個々の役割を明確にすることにより、利便性が高く、交流人口に対応出来

る魅力ある商店街の再生に向け努力する。 

 
○ 中心市街地活性化基本構想の策定 

 
○  まちづくり機関の設立、機能強化を支援することにより、商店街の組織強化 
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第３節 商工業の振興 

 

○ 融資制度の整備等による金融の円滑化 

 
○ 一般共同事業に加え、イベント、空き店舗対策の強化による販売促進事業の推進 

 
○ 青年事業者の育成・ＩＴ（情報通信技術）を中心とした教育情報事業の推進 

 
○ 経営合理化・商業機能の高度化・個性化・専門家の研究 

 
○ 道路、駐車場、公園、コミュニティープラザとしての商工会館の改修等都市基盤整

備の推進 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53 



 
 

第３節 商工業の振興 

 

２ 工業の振興 

 

現状と課題 

 本町の工業は、従業員 4人以上の工場についてみると、平成 6年は、事業所数３７、製
造品出荷額３３４億３３６万円であったものが、平成１０年には事業所数３８、製造品出

荷額３５７億７,８７１万円となっており、平成６年に比較すると、宮崎県の製造品総出荷
額が△０.７%と減少しているのに対して、本町では７％の増加となり、製造品出荷額は順
調に増加している。これは、郡内はもちろん、県内の町村の中でも製造品出荷額において

は上位の位置にある。 
 バブル崩壊後、長引く景気の低迷で、各企業が困難な経営を強いられながらも、食品加

工業を中心とする本町の基幹産業が日々努力してきた結果だと思われる。 
 しかしながら、従業員数に着目すると、平成６年には１,４４３人であったのが、平成１
０年には１,３３６人と約１００人も減少している。これは、企業内での人員の合理化が進
められたものと思われる。近年は、新たな雇用を生み出す企業の立地も停滞気味で、従業

員の減少は、県内において同様の傾向を示している。 
 なかなか先の見えない不況のなかで、町内の各企業も生き残りをかけ、新製品の研究開

発の推進、販路の拡大をさらに積極的に進めていく必要があると思われる。また、東九州

自動車道の整備着工にともない、町としても優良な企業を誘致し、雇用の場を拡大してい

くことが急務である。 

 
 
 工業出荷額等の推移                    単位：人、万円 

従  業  者  数 
年 事業所数 

男 女 計 
製造品出荷額等 

平成６年 ３７ 735 708 1,443 3,340,336 

平成７年 ３６ 768 659 1,427 3,384,270 

平成８年 ３６ 776 584 1,360 3,328,098 

平成９年 ３３ 741 545 1,286 3,537,834 

平成 10 年 ３８ 743 593 1,336 3,577,871 

工業統計調査 
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第３節 商工業の振興 

 

 施策の内容 

 本町の工業振興施策は、塩付工業団地を中心に各企業を誘致し、一方では既存企業の規

模拡大の奨励をしてきたが、今後もその方針を継続し、次に掲げる施策により自然を生か

した活力ある地域産業を展開するものとする。 

 

（１） 地場産業の育成 

 町内の農林水産資源などの地域資源を有効活用できる地場産業を育成し、さらに発

展するよう経営の合理化、近代化、労働力の確保に努めるとともに、公害防止対策を

推進する。 

 

（２） 企業誘致の推進 

 企業立地情報の収集に努め、町人会等の人脈を活用した企業誘致を展開し、雇用の

拡大を図る。また、環境に配慮する観点から誘致企業には、環境に関する国際規格に

適応できる企業が望ましく、また、誘致が地場産業に波及効果をもたらす企業立地基

盤整備に努める。 

 

（３） 既存企業の育成 

 町内進出の既存企業間の連携・交流を促進するとともに、各企業の技術開発面等に

おいて工業試験場等の技術指導や技術交流、製品開発面等支援を行う。 

 

（４） 新卒者の地元雇用の促進 

 若者の地元定着を進めるために、企業情報の提供を企業から求め、学校説明会や工

場視察等を行いながら地元雇用を促進する。 
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第４節 観光資源の開発 

 

１ 観光の振興 

 

 現状と課題 

 本町には、広い土地に豊かな自然は残されているものの、目玉となるような観光資源

は見当らない。また、町営牧場、伊倉浜自然公園、川南古墳群、川南湿原等各地に潜在

的なスポットは点在するが、集客力に欠けるのが現状である。 
 平成１０年に営業を開始した川南温泉は、高齢者の保養をはじめ健康維持等に大いに

役立っている。しかし、近隣の町村に豪華な温泉館がオープンしたことにより、入場者

は若干の減少傾向にあり、今後、東九州自動車道の本町縦断に伴い、当施設の本格建設

の検討をしていく必要がある。 
 また、平成１１年度には、図書館を併設したユニークな外観のトロントロンドームも

オープンした。このドームは、町の新しいシンボルとして定着しつつあり、ドーム前に

会場を移設して開催されるザ・フェスティバル・イン・トロントロンも好評である。さ

らに、町の運動公園での野球、サッカーなどの大会が定期的に開催されるようになり、

スポーツ合宿も行われるようになった。 
 今日、週休２日制等の普及により、国民のレジャー・余暇思考が高まり、観光・リゾ

ート産業は成長著しいが、一方では全国総観光地・リゾート化を招き、地域間競争が激

化している。また、バブル最盛期に計画された国内大型リゾートプロジェクトは、シー

ガイアをはじめ過剰な資金投入が重大な問題となってきている。このような中にあって

の本町の観光施設の整備は、人為的な観光施設は最小限にとどめて、豊なありのままの

自然を生かした観光開発が望ましいと思われる。 
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第４節 観光資源の開発 

 

施策の内容 

 本町は、宮崎市と延岡市の中間に位置し、交通量の多い国道１０号線が縦断するとい

う地の利を最大に活かして、また、東九州自動車道の整備着工も視野に入れ、川南合衆

国リゾート構想（平成 7年策定）を基に、今後の開発等に十分検討を加える。 
 
（１） 観光施設の整備 

 新たな観光地づくりについては、今後、本町の開発可能性のあるポイントを調査

するとともに、利便性のよい運動公園の整備拡充に努め、これらの施設を拠点に、

スポーツイベント、スポーツ合宿の誘致を積極的に推進する。 
 また、既存の観光・公園施設については、町民の憩いの場として、あるいは観光

客にとって快適な空間、快適な時間が過ごせるよう整備充実に努める。 
 

（２） 温泉施設の充実 
 町民の健康増進とふれあいの場として、東九州自動車道サービスエリアの活用も

考慮に入れながら、本格的な温泉施設の建設を検討する。 
 
（３） イベント観光の企画 
 町民に浸透してきたザ・フェスティバル・イン・トロントロンはもとより、トロ

ントロンドームを拠点に、農林、水産、商工業と連携して、新たな付加価値を生む

イベントを企画し、観光客を誘致する。 
 
（４） ふるさと情報の発信 
 本町から町外に向け、川南町の観光・イベント情報を発信するための手段として、

川南町のホームページを開設する。 
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第３章 

健康で思いやりのある社会づくりの推進 

  



 
 

第１節 保健衛生の充実 

 

１ 健康づくりの推進 

 

 現状と課題 

 少子高齢化、生活様式の変化等に伴い、生活習慣病の増加や医療費の増大が大きな問題

となっている。 
 このような状況を踏まえ、健康で活力のある町を構築していくために、健康づくりは自

らの意志で行う事の大切さを認識させ「守る健康から創る健康へ」と各自が日常生活にお

いて栄養・運動・休養のバランスを取ることを基調として、町民に密着した健康づくりを

推進する必要がある。 

 
施策の内容 

（１） 老人保健事業 
国が定める「健康日本２１」計画との整合性を図りつつ、「川南町老人保健福祉計画・

介護保険事業計画」に沿って実施する。 
○ 重点的に取り組むべき対象疾患の明確化 
○ 要介護状態にならないための取り組み 
○ 保健サービスの実施 
○ 新たな保健事業の展開 
○ 保健・医療・福祉の連携 

 
（２） 母子保健事業 

乳児の死亡率等の改善と母子の健康管理を推進するため「川南町母子保健実施計画」

に沿って母子保健事業を実施する。 
○ 母子健康手帳の交付 
○ 母親学級 
○ 妊婦健診 
○ 乳児健診 
○ １歳６ヶ月児健診 
○ ３歳児健診 
○ 栄養強化事業 
○ 母子保健推進員活動 
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第１節 保健衛生の充実 

 

（３） 精神保健事業 
 不幸にして精神の健康を損ない、精神障害をきたした人達に対し、早期治療の指導、

リハビリテーション活動等によって精神的不健康や欠陥をできるだけ防止し、回復を

図るとともに社会復帰を促進する。 
○ 川南町精神障害者福祉会（のぞみ会）の育成、援助 
○ 精神障害者小規模作業所の整備と充実 
○ 断酒会の育成と援助 
○ 関係機関との連携・調整 

 
（４） 地域医療の充実 
 交通事故、急病等による休日・夜間の医療需要が急増し、その体系的整備が要求さ

れている。このような状況を踏まえ、救急医療については、広域的な対応により救急

医療体制の確保に努めるとともに、町内の医療機関の協力により日曜及び祝祭日在宅

当番医制度を存続する。 
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第１節 保健衛生の充実 

 

２ 予防対策 

 

 現状と課題 

 健康を保持するためには、病気の予防に努めることが必要である。現在では、伝染病が

減少したとはいうものの、伝染病の発生が社会に与える不安は大きいものがある。このた

め、予防接種はもちろん伝染病の発生を防ぐため、各種の広報媒体等の利用や健康教育活

動を通して、広く住民に対して正しい知識の普及に努める必要がある。 

 
 施策の内容 

（１） 予防接種事業 
 感染症の流行を防ぐとともに罹患することを防ぐという重要な役割を高めるため、

予防接種に関する情報の提供と安全な接種に努める。 
 また、個別接種の拡大を図るとともに受診率を高め、予防接種による事故防止や予

防接種業務の円滑な推進に努める。 

 
（２） 食中毒・伝染病予防対策 

 伝染病の発生は近年みないものの、発生する要素は充分にあるので、高鍋・西都地

区食品衛生協会川南分会と連携を密にし、予防思想の普及に努める。 

 
（３） 結核予防対策 

 近年の統計によると、結核は若年者よりむしろ高齢者に高い発生をみている。健康

教育、健康相談、健康診査等で受診啓蒙を行い、住民の予防意識の向上に努める。 

 
（４） 献血の推進 

 献血者が固定化していく傾向にあり、成分献血についても国内自給との方針も示さ

れたので、今後とも事業所、各種団体等との連携を密にして献血者の拡大を図るとと

もに、住民へ献血思想の普及に努める。 
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第２節 社会福祉の充実 

 

１ 児童福祉の推進 

 

 現状と課題 

 少子化、核家族化の進行している中で、共働き世帯の増加、都市化等により家庭や地域

での児童育成機能が低下しており、子どもをとりまく環境は大きく変化し厳しさを増して

いる。 
本町においては、保育所の整備等を中心に児童福祉施設の整備充実に努めてきたが、特

に保育所については、出生率の低下等により定員に満たない施設が増えているものの、要

保育児童数は低年齢化の傾向にある。 
今後は、家庭や地域での児童育成機能の強化が図られるよう相談指導体制を充実すると

ともに、保育所については、定員の見直しや統廃合を目指し、保護者の就業形態の多様化

に対応した機能の充実に努めることが必要である。 
さらに、少子化対策として、出生、育児に伴う負担軽減のための環境整備等への側面的

支援措置が必要である。 

 
 
 

児童福祉施設の状況 
単位：人 

施 設 名 定 員 施 設 名 定 員 

菅原保育所（公） ４５ 山本保育所（公） ９０ 

中央保育所（公） １２０ 野田原保育所（公） ６０ 

記念館保育所（公） ６０ 東  保育所（公） ６０ 

十文字保育所（公） ９０ めぐみの聖母保育園(法) ９０ 

番野地保育所（公） ６０ 通浜児童館（公） ８０ 

                        平成１２年４月現在 

 

施 設 名 箇所数 

児 童 遊 園 ７ 

児童プール １３ 
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第２節 社会福祉の充実 

 

施策の内容 

（１） 児童の健全育成 
児童にとって良好な社会環境をつくるため、民生・児童委員等活動を強化し、相談

指導体制を充実させ、家庭・地域ぐるみで将来を担う健全な児童の育成に努める。 
また、学校週５日制の施行に伴い、児童館活動の充実を図り、学校や公的施設にお

ける児童の健全育成事業の充実に努める。 

 
（２） 児童福祉施設の整備充実 

児童福祉施設の点検整備をすすめ、特に保育所については定員の見直しや統廃合を

進め、効率的な運営ができるよう配置の適正化を図り、多様な保育サービスに対応で

きるよう努める。 

 
（３） 子育て支援事業の実施 

 少子化対策として、子育てに対しての経済的及び精神的支援を行うため、子育て支

援事業の充実に努め、引続き子育て祝金の支給等を実施し、子供を持つ家庭の負担軽

減を図る。 
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第２節 社会福祉の充実 

 

２ 高齢者福祉の推進 

 

 現状と課題 

 本町における平成１１年１０月現在の高齢化率は２１.４％となっており、全国の１６.
７％、宮崎県の１９.９％に比較して高いものになっている。 
本格的な高齢化社会の到来により、高齢者が健康で生き生きと生活するためには、保健

福祉サービスの提供とともに、生きがいのある生活の確保が重要な要素となっている。 
生きがい対策は、介護予防や閉じこもりの予防等の観点からも大きな効果が期待されて

おり、今後は、生きがいのある長寿社会づくりを推進していく必要がある。 

 
 
高齢者人口の推移                        単位：人、％ 

年度 

年齢 
昭和 50 年 昭和 55 年 昭和 60 年 平成２年 平成７年 平成 12 年

65～69 歳 599 773 819 942 1,120 1,062 

70～74 歳 516 536 701 755 866 1,032 

75～79 歳 332 411 467 578 658 762 

80～84 歳 176 210 286 335 476 552 

80 歳以上 87 106 148 228 339 528 

65 歳以上 1,710 2,036 2,421 2,838 3,459 3,936 

割 合 10.1 11.3 13.1 15.4 19.2 22.2 

                               国勢調査、推計 
 

 

 施策の内容 

 関係する機関・団体・施設の密接な連携のもとに、「川南町老人保健福祉計画・介護保険

事業計画」（平成１２年３月策定）に定めた諸施策の実現に努め、「すべての高齢者が住み

慣れた家（地域）で安心して、生きがいをもって暮らせるまち川南」の実現をめざす。 

 
（１） 総合的な福祉の仕組みづくり 

 保健・医療・福祉の有機的な連携を推進し、介護予防的な面を整備し、多様化する

福祉需要に的確に対応できる体制を確立する。 
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第２節 社会福祉の充実 

 

（２） 身近な福祉づくりの推進 
 介護保険法の円滑な実施の観点から、高齢者が、できる限り寝たきりなどの要介護

状態に陥ったり状態がさらに悪化することがないようにすること（介護予防）や、自

立した生活を確保するために必要な支援を行うこと（生活支援）が重要なことから、 
要介護認定で対象外となる高齢者をはじめとする在宅高齢者に対して在宅福祉の充実

を図る。 

 
（３） 生きがいづくりの推進 

 高齢者の貴重な経験・能力の社会的活用を積極的に推進するとともに、自らが進ん

で学ぶ生涯学習を推進して、高齢者が社会の変化に対応しつつ、生涯にわたって生き

がいのある生活を送ることが可能な長寿社会の実現を図る。 

 
（４） 施設福祉 

 これからの長寿社会に対応するためには、高齢者の介護予防として施設福祉の支援

対策はますます重要になってくる。高齢者が施設内において快適な生活が出来るよう

施設の整備充実に努める。 
 なお、総合福祉センター設置については引続き検討する。 
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第２節 社会福祉の充実 

 

３ 母子（父子）寡婦福祉の推進 

 

 現状と課題 

 母子・寡婦・父子世帯をとりまく環境は、社会的にも今なお厳しいものがある。 

 本町においても、最近では生別世帯（離婚、未婚の母等）の増加が目立つ傾向にあって、

新たに母子家庭や寡婦等が増加している。 

 今後は、こうした人たちに対する母子福祉会への加入を積極的に促進し、ともに手をつ

なぎ、福祉の向上を図っていく必要がある。 

 

 

 

 施策の内容 

○ 母子福祉会の育成及び活動の活性化の促進 

 

○ 若年母子の加入促進を積極的に図り、自立を目指し生活安定のため努力するよう育

成指導を行う。 

 

○ 母子家庭（父子）寡婦家庭については、介護人材派遣事業の周知を図り、家庭の福

祉増進に努める。 

 

○ 母子相談員、母子福祉協力員指導による相談事業の推進を図る。 

 

○ 母子家庭の健康保持増進を目的として母子家庭に対し、医療費の一部助成を行い福

祉の向上を図る。 

 

○ 母子家庭寡婦の経済的安定と向上を図るため、母子福祉資金、寡婦資金の活用を促

進し、自立助長を図る。 
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第２節 社会福祉の充実 

 

４ 障害者（児）福祉の推進 

 

 現状と課題 

 本町における障害別、身体障害者手帳交付者は別表のとおりである。 

 障害の程度に軽重はあっても、精神的、肉体的重荷を負っての日常生活であり、その社

会復帰、自立更正は今後一層推進しなければならない課題である。 

 

   身体障害者手帳交付状況 

区 分 肢 体 視 覚 聴 覚 言 語 内 部 合  計 

人 数 ５９６ １１９ １１７  １５ １６５ １,０１２ 

 

施策の内容 

障害者（児）がひとりの人間として、基本的人権を有し、障害をもたない人と同じよう

に生活し、障害者（児）自身が責任ある個人として主体的かつ自主的に社会に参加できる

体制づくりを推進するとともに、その能力が十分に発揮できるような施策の推進に努める。 

 

○ 身体障害者で障害の程度が１級及び２級の者（児）並びに重度の知的障害者への医

療費の助成 

 

○ 重度の障害者への更正医療、舗装具の給付並びに日常生活用具の給付及び貸与 

 

○ 日常生活を営むのに著しく支障のある身体障害者家庭へのヘルパー派遣 

 

○ 在宅障害者等へ通所介護による入浴、食事、機能訓練等の提供 

 

○ 在宅障害者の介護者に対する介護手当の支給 

 

○ 通院人工血液透析患者等への通院療養費助成金の支給 
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第２節 社会福祉の充実 

 

５ 地域福祉施策の推進 

  

現状と課題 

 本町においても核家族化が進行するなか、地域の連帯感も希薄になりつつあり、家庭や

地域における福祉に対する意識が低下をしてきている。 

 このような状況の下で、すべての町民が住み慣れた地域社会で安心して、健康に、かつ

充実した暮らしをしていくためには、保健医療等他の関連分野との連携を図りながら、地

域福祉を計画的に推進していく必要がある。 

 このためには、行政と町民が一体となり、ともに助け合う地域福祉活動を推進していく

ことが重要である。 

 

 

 施策の内容 

 町民一人ひとりが主体となって参加していくことを基本とし、「健康で生きがいのある社

会づくり」を目指し、「地域福祉活動計画」に基づき推進する。 

 

 ○ 生涯を通して「安心した生活」ができるまちづくりを目指して、だれでも、いつで

も一貫した地域福祉サービスが受けられるよう情報の提供や相談体制を整備する。 

 

 ○ だれもが「暮らしやすい」まちづくりを目指して、障害者（児）等を守るため、福

祉の基盤づくりに努めるとともに積極的な社会参加を促し、生きがいのある生活が送

れるまちづくりを目指す。 

 

 ○ 心身の状況に応じ地域社会との交流が図れるよう地域の開放を促し、身近なところ

で在宅福祉サービスを受けることができる施設整備に努める。 
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第３節 社会保障制度の充実 

 

１ 国民年金 

 

 現状と課題 

 急速に高齢化が進む中、年金制度は生活の大きな支えである。 
 平成１２年度当初における川南町の被保険者数は、５,０７１人で、保険料収納額は
４２７,４８５千円である。一方、年金受給件数は、長期・短期・福祉年金合わせて３,
８４１件で、総受給額は２,３９８,０５５千円となっており、収納額の５.６倍の年金額
が支払われていることになる。 
 長引く不況の影響で、解雇、リストラ、社会保険適用廃止等により第１号被保険者が

増えているのに対し、年金制度への不安、不信感や若者の年金離れが、収納率の低下を

招いている。 
 そのようななかで、無年金者をなくし、被保険者一人ひとりが満額の年金権を確保で

き 
るよう、未加入、未納者をなくすことに積極的に取り組む必要がある。 
 
 国民年金被保険者の推移（各年度末）               単位：人、％ 

被 保 険 者 数 保 険 料 免 除 者 数 区分 

年度 １号 任意 ３号 合計 法免 申免 合計 免除

率 

不在

者数

平成７年度 4,223 25 877 5,125 182 1,060 1,242 29.4 124

平成８年度 4,038 22 882 4,942 177 985 1,162 28.8 113

平成９年度 4,004 15 867 4,886 166 1,033 1,199 29.9 115

平成10年度 4,119 14 863 4,996 176 1,131 1,307 31.7 102

平成11年度 4,201 17 863 5,081 199 1,224 1,423 33.9 95

 
 施策の内容 

国民年金は、保険料を納付することが基本となる。 
平成１４年度から印紙納付制度が廃止され、直接国に納付する現金納付方式に改めら

れるが、未加入、未納者の未然防止を図るため、次の事項に重点を置き事業の推進を図

っていく。 
○ 未加入、未納者の早急な実態把握 
○ もれ者を含む適用対象者の完全適用 
○ 適正な免除指導 
○ 前納制度活用の推進 
○ 口座振替制度の推進 
○ 広報活動、相談業務の推進 
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第３節 社会保障制度の充実 

 

 

２ 国民健康保険事業 

 

 現状と課題 

本町の国民健康保険被保険者に占める老人加入率は、平成７年度の１９.０％から平
成１１年度では２２.４％となっており高齢化が進行している。また、平成１１年度の
一人当り医療費を比較しても、老人医療費は８１７,２２４円となっており、一般の１
６１,２２３円と比べて格段の差があり、さらに、退職被保険者の医療費についても増
加の傾向にある。今後も、被保険者数は、一般では減少し、退職、老人は増加していく

ものと思われ、老人医療費、退職被保険者医療費の負担増は、依然として国民健康保健

事業の最大の課題となっている。 
今後は、被保険者の健康に対する意識の高揚並びに成人病健診等により早期発見、早

期治療の啓発を更に浸透させ、健康教育の充実を図るとともに、被保険者の負担軽減の

ための施策を推進する必要がある。 
 
 
 施策の内容 

 事業の健全な運営のため、国民健康保険制度の拡充強化を要請するとともに、保健税

の収納率向上と医療費の適正化を図る。また、健康を増進する方策を積極的に講ずるた

め、保健センターを拠点とした保健活動を行い、総合的な町民の健康づくりを推し進め

る。 
 
 重点施策 

 ○ 保険税収納率向上対策の推進 
 ○ 健康づくりの推進 
 ○ 医療費適正化の推進 
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第３節 社会保障制度の充実 

 

 

３ 老人保健事業 

 

 現状と課題 

 老人保健制度は、疾病の予防から治療、機能訓練に至る総合的な保健事業を実施する

とともに、老人医療費を国民皆で公平に負担することをねらいとして発足した。しかし

ながら、医療費の増大等で負担に不均衡が生じ、平成６年の老人保健法の改正で入院時

の食事についての給付の見直し等、さらには、平成７年度から一部負担金のスライド制

が導入され今日にいたっている。 
 平成１１年度の一人当り医療費は、県内１６位となっているが、このことは、医療受

給者の多受診の増加、医療機関の充実、医療技術の高度化による高額化、また一方では、

長期入院の増加等にも起因するものであり、今後も増大するものと思われる。 
 今後とも、医療費の公平な負担を目的とする老人保健制度の適正かつ安定的な運営を

図るため、医療費を適正なものにすることが必要である。 
 また、在宅医療の推進により要介護老人の増加が予想されるなか、総合的在宅ケアの

構築のため、老人保健施設の充実と整備、訪問看護制度の確立が必要であり、老人医療

と保健事業、在宅福祉サービスとの連携を図り、介護保険制度とともに、老人福祉の総

合的な施策の推進が課題である。 
 
 

 施策の内容 

 今後予想される医療受給者と医療費の増加に対し、すみやかに対応できるよう老人保

健制度の充実に努めるとともに、医療費の抑制については、医療費動向の分析を行い、

各地域及び各種団体等に対する現状報告と啓蒙、さらには広報誌等によって被保険者等

の理解を求めながら医療受給者の健康増進を積極的に進めていく。また、要介護老人に

ふさわしい医療ケアと、生活サービスを併せて供給する老人保健施設等のいわゆる中間

施設の創設についても今後関係機関に働きかけていく。平成１２年度より発足した介護

保険制度をより具体的に活用するために、関係機関との連携強化を図っていく。 
 
 重点施策 

 ○ 高齢者の生きがいづくりの推進 
 ○ 老人保健事業の推進 
 ○ 重複・多受診者の訪問指導 
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第３節 社会保障制度の充実 

 

４ 介護保険事業 

 

 現状と課題 

 本格的な高齢化社会の到来により、介護を必要とする高齢者は急速に増加し、その程

度も重度化・長期化することが予測される。 
 また、独居高齢者の増加・女性の社会進出の進展等により、家族介護力は弱まってき

ており、家族介護者に過重な負担が強いられ、介護に対する不安は老後の最大の不安要

因となっている。こうした背景のもと「川南町老人保健福祉計画・介護保険事業計画」

に基づき、高齢者の保健福祉サービスの着実な推進を図るとともに、介護に対する不安

を解消するため、介護を社会的に支える仕組を構築し、これまで市町村及びその委託を

受けた事業主体に限られていた保健・福祉サービスの提供を、民間事業者を含めた多様

な提供主体により、地域の実情に応じた供給体制を確立する必要がある。 
 

 

 施策の内容 

  総合的な支援の基本理念 

 ○ 要介護状態の軽減もしくは悪化の防止、または要介護状態となることの予防

に資する。 

 ○ 高齢者の心身の現状、その置かれている環境等に応じて、高齢者の選択に基

づき適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者または施設か

ら、総合的かつ効率的に提供される体制を構築する。 

 ○ 高齢者が要介護状態となった場合においても、可能な限りその居宅において

本人の希望を最大限に尊重しながら、その有する能力に応じ、自立した日常生

活を営むことができるよう支援する。 

 

 

（１） 広域市町村の連携による計画と介護認定審査会の共同実施 

 介護サービスの提供に際しては、必要サービス量を十分に提供できる体制の確立

が必要であり、この供給体制の確立に向け、施設サービスには広域による供給の調

整を行い、総合的かつ効率的なサービスに努める。 

 また、要介護認定審査の事務処理においては、共同で実施することにより迅速な

対応を図る。 
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第３節 社会保障制度の充実 

 

（２） 介護供給体制 

 

 ○ 施設サービス 

 法定の施設サービスである特別養護老人ホーム、老人保健施設及び療養型病床群

については、広域によるサービス供給を図る。 

 

 ○ 居宅サービス 

 介護が必要になっても、できる限り住み慣れた自宅で、自立した生活ができ、必

要な介護サービス・医療サービスが総合的に受けられる体制づくりをめざす。 

 

 ○ 居宅介護支援 

 要介護認定者の介護保険サービス利用の相談に応じ、利用者の希望や心身の状態

等を考慮するなど、適切な在宅サービス（ケアプランの作成等）の支援を行う。 

 

 ○ 痴呆対応型共同生活介護 

 民間企業の福祉事業への積極的な参入を推進する。 
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第４章 

個性豊かな人づくりと文化の高揚

  



 
 

第１節 学校教育の充実 

 

１ 学校教育 

 

 現状と課題 

 今日、いじめや不登校の問題、子どもたちの規範意識の低下や体験不足、凶悪する青少

年の犯罪、家庭や地域社会の教育力の低下等が指摘されるとともに、国際化、情報化、科

学技術の発展等、社会の変化にともなって２１世紀を展望した我が国の教育が問われてい

る。少子化にともない本町の児童生徒数は減少の傾向にあり、子どもたちにかける願いは

大きく責任は重いものがある。 
 これからの学校教育においては、変化の厳しい社会において、生きる力の育成が不可欠

である。生きる力とは、自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行

動し、よりよく問題を解決する能力・自らを律しつつ、他人と協調し、他人を思いやる心

や感動する心など、豊な人間性とたくましく生きるための健康や体力などのことである。

これからの社会においては、このような生きる力を学校・家庭・地域社会の連携のもとに

育成するとともに、豊かな人間性や社会性、国際社会に生きる日本人としての自覚責任を

持った人間の育成が重要な課題である。さらに、情報化社会は急速に進展するものと思わ

れるので、高度情報化社会に対応する学校教育のあり方も重要な課題である。 

 
 
 学校施設の状況 

区分 

学校名 

児 童 

生徒数 
校舎面積 

屋内運動場 

面   積 

屋外運動場 

面   積 
学級数

川 南 499 人 4,960 ㎡ 726 ㎡ 19,013 ㎡ 18 

通 山 264 2,997 450 11,322 12 

東 146 2,299 532 13,772 7 

多 賀 135 1,960 476 11,265 6 

小

学

校 

山 本 107 1,942 476 10,587 7 

唐瀬原 470 4,083 1,294 28,654 13  

国光原 296 3,183 700 20,147 9 

中
学
校 

平成１２．５．１現在 
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第１節 学校教育の充実 

 

 児童・生徒数の推移 

区   分 
平 成 
６年度 

平 成 
７年度 

平 成 
８年度 

平 成 
９年度 

平 成 
10年度 

平 成 
11年度 

平 成 
12年度 

児童数 1,569 1,490 1,420 1,382 1,285 1,198 1,151 

学級数 53 52 52 52 51 49 50

生徒数 861 825 819 806 815 789 766
 

学級数 25 24 23 23 23 23 22

 2,430 2,315 2,239 2,188 2,100 1,987 1,917
計 

学級数 78 76 75 75 74 72 72

小学校 

 
中学校 

児童･生徒数 

学校基本調査 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

74 



 
 

第１節 学校教育の充実 

 

 施策の内容 

 
（１） 教育内容の充実 
 ○ 学校週５日制の実施に伴う教育内容、指導の改善充実、基本的な学力の向上を図

る。 
 ○ 創意工夫を生かし、特色ある教育・学校づくり・郷土教育を推進する。 
 ○ 個性を生かし、自己学習力を育てて学力を高め、豊かな創造力を伸ばす。 
 ○ 多様なマルチメディアを生かした教育の充実を図る。 
 ○ 心の教育の充実と児童生徒の健全育成に努める。 
 ○ 健康安全・体力の向上に努める。 
 ○ 教職員の資質の向上及び教育相談等の充実により教育課題の解決を図る。 

 
（２） 教育施設、環境の整備充実 
 ○ 校舎、屋内運動場等をはじめとした教育施設の計画的な整備を推進する。 
 ○ コンピュータ教育に伴い、めまぐるしく進化する機器の充実、更新を図る。 

 
（３） 地域との体制の確立 
 ○ 学校、家庭、地域社会の連携強化による多様な教育力の活用を図り、地域ぐるみ

の支援体制づくりに努める。 

 
 
  児童生徒数見込み                   単位：人、級 

区   分 
平 成 
13年度 

平 成 
14年度 

平 成 
15年度 

平 成 
16年度 

平 成 
17年度 

児 童 数 1,162 1,112 1,112 1,105 1,107 
小学校 

学 級 数 50 47 46 46 46 

生 徒 数 680 645 599 577 551 
中学校 

学 級 数 22 22 20 20 19 

児童・生徒数 1,842 1,757 1,711 1,682 1,658 
計 

学 級 数 72 69 66 66 65 
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第２節 社会教育の推進 

 

１ 生涯学習の推進 

 

 現状と課題 

 本格的な高齢化社会の到来を目前にし、人々のゆとり、生きがい、自己実現などへの関

心が高まっている。このため、生涯を通じて多面的な能力を開花させる生涯学習を支援す

る基盤づくりが一段と重要となっている。 
 今後より一層、町民がいつでも、どこでも、だれでも学習できるよう、教育環境の整備、

人材の育成に努めるとともに、一人ひとりの自主的な学習意欲を喚起しつつ、ライフステ

ージやテーマに応じたきめ細かい学習プログラムを充実することが必要である。 

 
 
 施策の内容 

（１） 推進体制の整備 
 ○ 生涯学習推進の充実 

町民の価値観やニーズの多様化に対応し、一人ひとりの自発的学習意欲の喚起を

図るとともに、地域社会への実情に応じて生涯学習を推進する。 

 
 ○ 社会教育関係団体の育成 

青年・女性団体の魅力ある組織づくりと、活動の支援学習グループやボランティ

ア団体に対しては、自主性、自発性を尊重し、側面的な支援に努める。 

 
 ○ 指導者の育成 

社会教育にかかわる団体や学習活動の指導者リーダーの育成に努める。 

 
 
（２） 学習機会の拡充 

 
 ○ 青少年教育の推進 

町青少年健全育成協議会を中心に、関係団体、学校、家庭の連携を強化し、活動

の充実を図る。 
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第２節 社会教育の推進 

 

 ○ 家庭教育の推進 
学校週５日制の実施に伴い、家庭や地域における教育の重要性が増してくるため、

学習機会の拡充や相談体制の整備に努める。 

 
 ○ 女性教育の充実 

地域における女性の学習機会の拡充と生涯学習への意欲の高揚を図り、女性活動

のリーダーの養成と団体の育成に努める。 

  
 ○ 青・壮年教育の充実 

職業を通して社会の連帯意識を高め、社会人の中堅としての役割を果たし、地域

活動を推進するリーダーを育成する。 

 
  ○ 高齢者教育の充実 

 高齢者が生きがいのある生活を指向し、豊かな人生を送り、しかも地域社会づく

りにも積極的に参加できるよう学習機会の拡充、指導者の養成、学習内容の充実を

図る。 

 
  ○ ＰＴＡ活動の推進 

 児童生徒の健全育成を図る成人教育団体として、ＰＴＡ活動の目的、意義の理解

を深め、家庭及び地域における社会教育の振興を図る。 

 
  ○ 公民館活動の推進 

 町民の人間的な信頼感や地域連帯意識を高めて、地域住民の積極的な参加と協力

を基盤に事業の展開を図り、生涯学習時代にふさわしい地域づくり、及び生涯学習

推進としての公民館活動を進める。 
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第２節 社会教育の推進 

 

２ 社会体育 

 

 現状と課題 

 生涯スポーツの気運の高まりと共に、個々のライフステージに応じたスポーツレクリエ

ーション活動が、商業化されたフィットネススタジオ、医療保険による高齢化社会のため

に始められたスポーツ教室等、複雑かつ多種目に渡り、人々のスポーツ関心を違った表現

で展開される傾向がさらに強くなっている。 
 また、地域における生涯スポーツ活動は、地域住民の自主性、自発性に基づいて、健康

の保持増進・仲間づくり地域づくりとして、より充実をとげてきた。 
 今後、スポーツ指導者並びに健康アドバイザー等、人材育成を進めつつ既存の指導者と

ともに組織をつくり、社会体育の施策をより広い視野での展開が必要である。 
 あわせて、住民が気軽に使える運動広場等、生涯を通して各年代におけるスポーツレク

リエーション活動を支え、かつ人的交流を深める場の提供に努める必要がある。 

 
 施策の内容 

 生涯各年代での健康教育を重視し、生涯スポーツプログラムの開発と普及促進、あわせ

て、学校スポーツ活動中心からスポーツクラブを中心とした地域スポーツクラブの組織編

成に着手しなければならない時期にある。そのためにも、指導者の養成と資質の向上に努

める。 
 社会体育施設については、運動公園や武道館、農村センター等、建設後老朽化や構造上

改修の必要のある施設が多くなっているため、計画的な整備改修を進める。 
 また、運動公園の機能充実とあわせ、町民の憩いの場を確保するため、運動広場の建設

に努めるとともに、総合型地域スポーツクラブ活動の核となる新たな施設の整備を検討す

る。 
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第３節 町民文化の高揚 

 

 

１ 町民文化の向上 

 

 現状と課題 

  平成１１年７月に文化ホール・図書館複合施設が開設し、文化芸術団体、学校関係、

同好会、愛好者等により、音楽をはじめ、演劇・伝統芸能等の文化活動の拠点として、

また、講演会・イベント・各種大会など多目的に利用されている。 
 豊かな感性を育み、心の豊かさをもたらす文化活動の一層の活発化を図るため、様々

な文化の交流と広域的な文化ネットワークづくり、また、時代を担う子供に芸術文化活

動の場や文化を鑑賞する機会を提供することが、今後の重要な課題である。 
 
 
 施策の内容 

町民文化の拠点である文化ホールのソフト面での機能充実を図り、自主文化事業をは

じめとした文化鑑賞や文化活動の展開の場を提供する。 
今後は、特に学校との連携を深めながら、時代を担う子供に文化を育む環境づくりの

推進を図る。 
また、地域、世代、ジャンル等を越えた文化交流を促進するとともに、文化団体等の

育成と相互の連携を図り、多様なネットワークの形成、各種文化情報の発信を推進する。 
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第３節 町民文化の高揚 

 

 

 
２ 図書館の充実 

 

 現状と課題 

 高度な科学技術の発達と情報化社会が進展している。一方、心の豊かさが求められる

時代になっている。また、高齢化社会の進行と余暇の増大は、生涯学習社会を形成して

いる。 
 本町においては、町立図書館を平成１１年７月１５日に開館させ、町民に学習と調

査・憩いの場を提供している。町民一人ひとりのニーズは、多様化・高度化・個性化し

ており、当初目標の図書館資料の５５,０００冊体制の整備が望まれる。 
 さらに各種の文化事業の実施や図書館利用者の教育も課題となっている。 
 
 施策の内容 

 町民に「親しまれる期待される図書館」を目指し、多様化・高度化・個性化した学習・

情報獲得のニーズや広範な趣味・娯楽の追及に対応するため、広い範囲にわたる資料の

収集と利用促進を図っていく。 
 また、町民がいろいろと学習できる図書館として、各種の文化事業を企画実施し、生

涯学習の充実及び文化活動の振興を図っていく。 
 さらに、図書館サービスに関する町民の要求・地域的条件の調査と分析結果を図書館

運営に生かしていく。 
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第３節 町民文化の高揚 

 

 

３ 文化財の保護 

 

 現状と課題 

 国指定天然記念物川南湿原植物群落については、国、県の指導を受けながら、今日ま

での基礎環境調査等の成果蓄積を、今後の保護対策にどのように生かすかが緊急かつ重

要な課題となっている。また、川南湿原植物群落に限らず、町内に点在する湿原植物群

落の保護を図る必要がある。 
 宗麟原供養塔・川南古墳群等の国指定史跡については、町・観光協会等を始め、国・

県との連携を深め、保護・管理公開対策を講じる必要がある。 
 民族文化については、伝統を守りながら、必要な援助・育成を積極的に行う必要があ

る。 
 埋蔵文化財については、未だ一般的には保護の重要性が十分認識されているとは言え

ない状況にあるので、諸開発の当事者に対しては、文化財保護法の趣旨を十分理解して

もらえるよう粘り強く対処していかなければならない。 
 
 

 施策の内容 

 川南湿原植物群落については、植物群落という性格上、性急かつ拙速な保護対策の名

の下に滅失の危機を招くことがあってはならないので、環境変化に留意しつつ保護対策

に努める。 
 民俗芸能の保護育成には、記録保存や臨時的な財政援助などの必要な対策を行う。 
 天然記念物・民族資料・発掘調査出土品等を町民に広く公開するために、資料館等施

設の整備を検討する。また、重要遺跡・史跡については、関係機関と協議しながら整備

計画を立てて整備保存に努める。 
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第５章 

計画の実現に向けて



 
 

第１節 町民参加のまちづくり 

 

１ 町民参加の推進 

 

現状と課題 

 平成１２年 4月の地方分権推進一括法の施行により、市町村は、これまで以上に町民の
福祉向上のため、地域の特色を生かした自主的・主体的な町づくりを推進していかなけれ

ばならない。 
 この計画に掲げた課題を解消し、新たな施策を展開するとともに、今後複雑・多様化す

る行政需要に的確に対応するためには、より効果的な行政策の運営に一層努力することは

もちろん、町民が様々な分野で町制に積極的に参加できる体制を確立し、行政と民間が強

調・連携した多様な主体によるまちづくりを展開していくことが必要である。 

 
 施策の内容 

（１） 川南合衆国フロンティア１００人委員会 
 行政が主導的に行うまちづくりから脱却し、町民からの意見やアイデアを尊重・支

援するための「川南合衆国フロンティア１００人委員会」の組織強化と活動充実に努

める。 

 
（２） 新ひむかづくり運動 
 「新ひむかづくり運動町民会議」を軸に、「なんでも挑戦、みんなが参加」のスロー

ガン実践に向けて積極的な活動を展開する。 
   活動目標 

色と香りのあるまちづくりをしよう 
時を大事にする心を育てよう 

 
（３） 男女共同社会づくりの実現 
 男性と女性がお互いにその人権を尊重しつつ、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮できる社会づくりを推進するとともに、男女共同参画計画の策定に努

める。 

 
（４） 民間活力の活用 
 企業の社会貢献活動を促し、民間活力をまちづくりに積極的に生かすとともに、Ｎ

ＰＯ（非営利民間組織）やＰＦＩ（民間資金等活用事業）等の設立支援などにより、

民間と行政との協力関係によるまちづくりを推進していく。 
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第１節 町民参加のまちづくり 

 

２ 開かれた行政 

 

 現状と課題 

 本町においては、「広報かわみなみ」や「お知らせ」によって行政情報、行事等の情報提

供を行うとともに、広聴活動については、町政座談会や町民との対話等を開催し、幅広い

町民の声を行政に反映させてきたが、今後、ますます多様化する町民ニーズを的確に把握

し、迅速な処理ときめ細かなサービスを提供するためには、広報広聴活動をさらに充実強

化することが重要である。 
 また、高度情報化社会にあって、近年地域情報や行政情報に対する町民の関心が高まっ

ていることから、行政の持つ情報を広く開示・提供し、町民が容易に利用できるよう情報

公開条例を制定するなど行政の透明性の向上に努める必要がある。 

 
 

 施策の内容 

（１） 広聴活動の充実 
 これまで同様「町政座談会」や「町民との対話」を定期的に開催するが、町民がこ

れに積極的に参画できるよう実施方法等について検討する。 
 また、広聴機会の充実のために町民提案制度を設ける。 

 
（２） 広報活動の充実 
 行政をはじめとした各種情報を分かりやすく、また町民から親しまれる広報誌づく

りに努めるとともに、防災行政無線の有効活用やインターネットの活用を図る。 

 
（３） 末端行政組織の改善 
 行政からの情報伝達が行き届いていない個人世帯を解消し、地域における住民活動

を円滑にするため、川南町末端行政組織対策審議会の答申を基本に、町民の合意形成

を図りながら末端行政組織の再編を推進する。 

 
（４） 情報公開の推進 
 情報公開については、町民の要請を踏まえ、プライバシーの保護等の問題に配慮し

ながら、実施のための条件整備に図り実現に向けて努力する。 
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第２節 効率的行財政の推進 

 

１ 行政改革の推進 

 

 現状と課題 

 本町においては、昭和６１年に「第一次川南町行政改革大網」を策定し、これまで全

庁をあげて行政改革に取組み、一定の成果を上げてきた。しかしながら、バブル経済崩

壊後の長引く景気の低迷により税収の伸びも期待できず、本町の財政運営は依然として

厳しい状況にある。 
 こうした財政状況のなか、地方分権の推進に伴って、地方自治体の事務事業の増加が

確実視される一方で、行政に対する町民のニーズは、今後ますます多様化、高度化する

ものと思われる。これらに迅速かつ適切に対応するため、「第三次川南町行政改革大網」

に基づき、これまで以上に長期的、計画的な行政改革を推進していく必要がある。 
 
 施策の内容 

○ 事務事業の見直し 
○ 財政構造の健全化 
○ 組織機構の見直し 
○ 定員の見直し 
○ 給与の見直し 
○ 人材の育成 
○ 情報化推進と住民サービスの向上 
○ 公成の確保と透明性の向上 
○ 公共施設の設置および管理運営の合理化 
○ 行政への町民参加の推進 
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第２節 効率的行財政の推進 

 

２ 広域行政 

 

 現状と課題 

 本町は、二つの協議会と三つの事務組合に加入し、消防、ごみ・し尿処理等の共同事

務処理を行ってきたが、近年は、処理能力や施設の老朽化等の問題を抱えながらの運営

となっている。 
 今後も交通網の整備と情報化社会の進展により、地域住民の活動範囲は、行政の枠を

越え一層拡大してくるものと思われる。このような中にあって、町民の様々な要請に応

え、質の高い地域社会をつくるためには、共通課題を持つ近隣町民との広域的な施策の

取組みが重要である。 
 

 

 

 

 施策の内容 

（１） 西都児湯広域市町村圏計画等の推進 
 西都児湯地域の振興発展のために関係市町村と連携をとりながら、第４次西都児湯

広域市町村計画をはじめ、西都児湯地域振興計画、歴史ロマンのさとづくり構想等の

着実な推進を図る。 
 
（２） 広域処理事業の整備充実 
 現在広域共同処理を行っている事業については、さらに整備充実を図る一方、効率

化、緊急度を念頭に、広域化の望ましい新たな事業についての検討を行う。 
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第２節 効率的行財政の推進 

 

３ 財政運営 

 

 現状と課題 

 我が国経済は、全体として需要の回復が弱く、厳しい状況を脱していない。しかし、

少子・高齢化の進行、情報化、国際化といった経済構造の変化、国民の価値観や生活様

式の多様化等様々な分野における構造的な変化に直面しており、地域の総合的な行政主

体である地方公共団体は、活力ある豊かな地域社会づくりが求められている。 
 このような要請に応えるため、新たな地方税財源の充実・確保等について積極的に取

り組むとともに、新時代の地方自治にふさわしい行政体制の整備を進める必要がある。 
 一方、本町財政は、景気回復遅れの影響を受け、自主財源が伸びないなかで、平成１

１年度末の借入金残高が８４億８千８百万円にのぼる厳しい財政状況にあり、財政の健

全化を図ることが緊急の課題となっている。 
 このような状況のもと本町の財政状況は、歳入で平成７年度から平成１１年度は１.
７％の伸びになっている。一方歳出においては、ふるさと文化公園事業や、景気対策の

面から普通建設事業を積極的に組み入れたこと等により、公債費は平成１７年度まで毎

年８億数千万円の元利金償還が見込まれ、公債費比率・起債制限比率・経常収支比率等

の上昇等により、今後町財政に与える影響は増大し、厳しい財政運営を強いられるもの

と思われる。 
 以上のことから、今後の財政運営については、経常経費の節減を図るとともに、投資

的経費についてもその効果等を十分考慮のうえ進めていく必要がある。 
 
 施策の内容 

 総合計画の中期に当たる平成１７年度の財政事情は、公債費の負担等により財政の弾

力性が乏しくなると見込まれ、物件費・維持補修費等の経常経費はもちろん、投資的経

費についても圧迫されることから、町債残高の縮減を図り、限られた財源の重点的配分

を実行し、健全財政の確立を目標として財政の運用に努める。このため、引き続き行財

政の徹底した見直しを行い、経常経費の節減を図るとともに、町民が真に必要とする事

業については、その財源を確保しながら、誰もが住みたくなる郷土の創造、自然を生か

した活力ある地域産業の展開、健康で思いやりのある社会づくりの推進、個性豊かな人

づくりと文化の高揚の促進を図るものとする。 
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30,349 0.4 31,133 0.4 2.6 32,168 0.4 3.3 6.0 32,673 0.4 1.6 7.7 34,210 0.5 4.7 12.7

74,874 1.0 73,975 0.9 △ 1.2 82,931 1.0 12.1 10.8 88,941 1.0 7.2 18.8 101,841 1.4 14.5 36.0
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41,420 0.6 26,374 0.3 △ 36.3 25,378 0.3 △ 3.8 △ 38.7 13,307 0.1 △ 47.6 △ 67.9 19,264 0.3 44.8 △ 53.5
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114,314 1.6 89,740 1.0 △ 21.5 107,031 1.2 19.3 △ 6.4 86,065 0.9 △ 19.6 △ 24.7 60,491 0.8 △ 29.7 △ 47.1

844,700 11.8 1,075,000 12.4 27.3 1,242,869 14.4 15.6 47.1 2,152,831 23.1 73.2 154.9 185,500 2.5 △ 91.4 △ 78.0
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町 民 税

固定資産税

軽自動車税

地 方 道 路
譲 与 税
自動車重量
譲 与 税

使用料及び
手 数 料

歳 入 合 計

普通交付税

特別交付税

交通安全対策
特別交付金
分担金及び
負 担 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

国庫支出金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

地方交付税

町 税

地方譲与税

利子割交付金

地方消費税
交 付 金
特別地方消費
税 交 付 金
自動車取得税
交 付 金
地 方 特 例
交 付 金

町たばこ税

消費譲与税

１９９９
平成11年度

 性 質 別 歳 入 の 状 況 

（単位；千円，％，倍）

１９９７
平成9年度

1998
平成10年度

１９９５
平成７年度

１９９６
平成８年度　　　　　　　年　度

　　項　目
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決算額
構
成
比

決算額
構
成
比

増
減
率

決算額
構
成
比

増
減
率

平9

平7
決算額

構
成
比

増
減
率

平10

平7
決算額

構
成
比

増
減
率

平11

平7

1,710,072 24.1 1,747,551 20.4 2.2 1,756,184 20.6 0.5 2.7 1,733,422 18.8 △ 1.3 1.4 1,759,925 24.4 1.5 2.9

582,871 8.2 606,020 7.1 4.0 616,213 7.2 1.7 5.7 705,070 7.7 14.4 21.0 823,555 11.4 16.8 41.3

30,481 0.4 30,948 0.4 1.5 37,110 0.4 19.9 21.7 32,292 0.4 △ 13.0 5.9 31,360 0.4 △ 2.9 2.9

529,406 7.5 569,948 6.7 7.7 597,235 7.0 4.8 12.8 604,494 6.6 1.2 14.2 616,999 8.5 2.1 16.5

699,693 9.9 722,537 8.4 3.3 767,364 9.0 6.2 9.7 730,553 7.9 △ 4.8 4.4 870,423 12.0 19.1 24.4

2,320,448 32.8 3,666,289 42.9 58.0 3,483,087 40.8 △ 5.0 50.1 3,803,288 41.3 9.2 63.9 1,550,397 21.5 △ 59.2 △ 33.2

2,295,691 32.4 3,646,081 42.6 58.8 3,470,375 40.6 △ 4.8 51.2 3,786,401 41.2 9.1 64.9 1,544,527 21.4 △ 59.2 △ 32.7

補 助 1,090,306 15.4 2,193,790 25.6 101.2 1,739,130 20.4 △ 20.7 59.5 685,220 7.4 △ 60.6 △ 37.2 916,869 12.7 33.8 △ 15.9

単独 1,205,385 17.0 1,452,291 17.0 20.5 1,731,245 20.3 19.2 43.6 3,101,181 33.7 79.1 157.3 627,658 8.7 △ 79.8 △ 47.9

24,757 0.3 20,208 0.2 △ 18.4 12,712 0.1 △ 37.1 △ 48.7 16,887 0.2 32.8 △ 31.8 5,870 0.1 △ 65.2 △ 76.3

補 助 18,260 0.3 13,500 0.2 △ 26.1 7,870 0.1 △ 41.7 △ 56.9 16,887 0.2 114.6 △ 7.5 0 0.0 皆減 皆減

単 独 6,497 0.1 6,708 0.1 3.2 4,842 0.1 △ 27.8 △ 25.5 0 0.0 皆減 皆減 5,870 0.1 皆増 △ 9.7

527,029 7.4 554,976 6.5 5.3 608,986 7.1 ∆0.9 15.6 679,942 7.4 11.7 29.0 746,858 10.3 9.8 41.7

355,703 5.0 285,883 3.3 △ 19.6 273,587 3.2 △ 4.3 △ 23.1 466,727 5.1 70.6 31.2 397,019 5.5 △ 14.9 11.6

32,704 0.5 30,947 0.4 △ 5.4 30,870 0.4 ∆8.4 △ 5.6 34,150 0.4 10.6 4.4 29,776 0.4 △ 12.8 △ 9.0

295,027 4.2 339,235 4.0 15.0 374,206 4.4 ∆5.9 26.8 408,405 4.4 9.1 38.4 397,950 5.5 △ 2.6 34.9

7,083,434 100.0 8,554,334 100.0 20.8 8,544,842 100.0 △ 0.1 20.6 9,198,343 100.0 7.6 29.9 7,224,262 100.0 △ 21.5 2.0

78,239 100,423 28.4 96,293 △ 4.1 23.0 135,493 40.7 73.2 60,069 △ 55.7 △ 23.2

１９９９
平成１１年度

 性 質 別 歳 出 の 状 況 

（単位；千円，％，倍）

1997
平成9年度

1998
平成10年度

1995
平成7年度

1996
平成8年度

繰 出 金

歳 出 合 計

普 通 建 設
事 業

 

費

公 債 費

積 立 金

投 資 ． 出 資 ．
貸 付 金

歳入歳出差引
額

　　　　　　　年　度

　　項　目

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

災 害 復 旧
事 業 費

建 設 事 業 費

内

訳
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決算額
構
成
比

決算額
構
成
比

増
減
率

決算額
構
成
比

増
減
率

平９

平７
決算額

構
成
比

増
減
率

平10

平７
決算額

構
成
比

増
減
率

平11

平７

議 会 費 100,200 1.4 101,647 1.2 1.4 104,184 1.2 2.5 4.0 104,799 1.1 0.6 4.6 101,830 1.4 △ 2.8 1.6

総 務 費 1,143,337 16.1 1,318,919 15.4 15.4 1,105,202 12.9 △ 16.2 △ 3.3 1,197,998 13.0 8.4 4.8 933,952 12.9 △ 22.0 △ 18.3

民 生 費 1,507,028 21.3 1,549,037 18.1 2.8 1,673,246 19.6 8.0 11.0 1,721,795 18.7 2.9 14.3 1,919,850 26.6 11.5 27.4

衛 生 費 451,964 6.4 457,542 5.3 1.2 492,578 5.8 7.7 9.0 438,335 4.8 △ 11.0 △ 3.0 443,210 6.1 1.1 △ 1.9

農林水産業費 1,035,407 14.6 2,275,400 26.6 119.8 1,816,080 21.3 △ 20.2 75.4 1,282,972 13.9 △ 29.4 23.9 1,562,601 21.6 21.8 50.9

商 工 費 135,490 1.9 46,200 0.5 △ 65.9 47,566 0.6 3.0 △ 64.9 76,811 0.8 61.5 △ 43.3 222,724 3.1 190.0 64.4

土 木 費 1,194,859 16.9 1,254,595 14.7 5.0 892,586 10.4 △ 28.9 △ 25.3 512,436 5.6 △ 42.6 △ 57.1 359,247 5.0 △ 29.9 △ 69.9

消 防 費 387,065 5.5 345,739 4.0 △ 10.7 222,017 2.6 △ 35.8 △ 42.6 225,948 2.5 1.8 △ 41.6 230,911 3.2 2.2 △ 40.3

教 育 費 576,298 8.1 630,071 7.4 9.3 1,569,685 18.4 149.1 172.4 2,940,420 32.0 87.3 410.2 697,209 9.7 △ 76.3 21.0

災 害復旧費 24,757 0.3 20,208 0.2 △ 18.4 12,712 0.1 △ 37.1 △ 48.7 16,887 0.2 32.8 △ 31.8 5,870 0.1 △ 65.2 △ 76.3

公 債 費 527,029 7.4 554,976 6.5 5.3 608,986 7.1 9.7 15.6 679,942 7.4 11.7 29.0 746,858 10.3 9.8 41.7

諸 支 出 費

歳 出 合 計 7,083,434 100.0 8,554,334 100.0 20.8 8,544,842 100.0 △ 0.1 20.6 9,198,343 100.0 7.6 29.9 7,224,262 100.0 △ 21.5 2.0

１９９９
平成11年度

 目 的 別 歳 出 の 状 況 

(単位；千円，％，倍）

１９９７
平成９年度

１９９８
平成10年度

1995
平成７年度

１９９６
平成８年度　　　　　　   年度

  項目
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公 共 事 業 債 220,165 305,902 38.9 368,762 20.5 67.5 475,641 29.0 116.0 546,485 14.9 148.2

一 単 独 事 業 債 2,996,252 3,418,366 14.1 3,898,683 14.1 30.1 5,567,422 42.8 85.8 5,379,398 △ 3.4 79.5

公営住宅建設事業債 394,655 494,058 25.2 570,213 15.4 44.5 548,242 △ 3.9 38.9 523,228 △ 4.6 32.6

義務教育施設整備事業
債

765,434 768,822 0.4 857,080 11.5 12.0 810,519 △ 5.4 5.9 759,830 △ 6.3 △ 0.7

辺 対 策 事 業 債 44,500 皆増 81,000 82.0 皆増 119,300 47.3 皆増 114,227 △ 4.3 皆増

災 復 旧 事 業 債 78,229 69,640 △ 11.0 59,413 △ 14.7 △ 24.1 51,273 △ 13.7 △ 34.5 38,448 △ 25.0 △ 50.9

一般廃棄物処理事業債 5,400 皆増 5,400 0.0 皆増 4,102 △ 24.0 皆増 2,770 △ 32.5 皆増

厚生福祉施設設備事業
債

104,858 97,737 △ 6.8 106,251 8.7 1.3 98,170 △ 7.6 △ 6.4 88,466 △ 9.9 △ 15.6

減 収 補 て ん 債 13,000 13,000 0.0 13,000 0.0 0.0 13,000 0.0 0.0 11,902 △ 8.4 △ 8.4

財 源 対 策 債 135,065 160,377 18.7 195,224 21.7 44.5 202,188 3.6 49.7 197,390 △ 2.4 46.1

臨 財 政 特 例 債 53,646 50,466 △ 5.9 47,116 △ 6.6 △ 12.2 43,585 △ 7.5 △ 18.8 39,866 △ 8.5 △ 25.7

公共事業等臨時特例債 6,300 5,624 △ 10.7 4,919 △ 12.5 △ 21.9 4,184 △ 14.9 △ 33.6 3,417 △ 18.3 △ 45.8

減 税 補 て ん 債 140,100 226,500 61.7 226,500 0.0 61.7 289,834 28.0 106.9 295,627 2.0 111.0

調 整 債 61,705 51,632 △ 16.3 43,643 △ 15.5 △ 29.3 38,327 △ 12.2 △ 37.9 32,721 △ 14.6 △ 47.0

県 貸 付 金 219,808 252,761 15.0 286,412 13.3 30.3 246,280 △ 14.0 12.0 204,499 △ 17.0 △ 7.0

臨 時 税 収 補 て ん 債 103,000 皆増 皆増 103,000 0.0 皆増 103,000 0.0 皆増

そ の 他 228,138 165,720 △ 27.4 158,858 △ 4.1 △ 30.4 153,603 △ 3.3 △ 32.7 146,923 △ 4.3 △ 35.6

合 計 5,417,355 6,130,505 13.2 7,025,474 14.6 29.7 8,768,670 24.8 61.9 8,488,197 △ 3.2 56.7

公 債 費 比 率 （ ％ ） 11.4 11.9 4.4 12.3 3.4 7.9 13.9 13.0 21.9 15.1 8.6 32.5

１９９９
平成10年度

２０００
平成11年度

 地 方 債 現 在 高 の 状 況 
 
 
 
 
 
 
 
般

 般

 
 
 
 地

 害

 
 
 
 
 
 
時

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1995
平成７年度

現 在 高 現 在 高 前年比 決 算 額 前年比
平９

平７
決 算 額 前年比

平10

平７
決 算 額 前年比

平11

平７

一

各年度末現在(単位；千円，％，倍）

１９９６
平成８年度

１９９７
平成９年度

　　　　　　　　　　　　　年　度

　　項　目
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町 税

地方交付税

そ の 他

小 計

国庫支出金

県 支 出 金

財 産 収 入

分担金・負担
金

使用料・手数
料

町 債

そ の 他

小 計

財源内訳
構成
比

財源内訳
構成
比

財源内訳
構成
比

財源内訳
構成
比

財源内訳
構成
比

財源内訳
構成
比

自 主 財 源 2,136,169 30.5 1,885,875 28.9 2,107,825 30.6 2,021,522 29.7 2,017,634 29.2 1,976,812 29.0

依 存 財 源 4,879,147 69.5 4,642,028 71.1 4,789,562 69.4 4,782,679 70.3 4,886,388 70.8 4,835,697 71.0

一 般 財 源 4,805,938 68.5 4,829,846 74.0 4,878,344 70.7 4,921,851 72.3 5,048,037 73.1 4,997,550 73.4

特 定 財 源 2,209,378 31.5 1,701,057 26.0 2,019,043 29.3 1,882,350 27.7 1,855,985 26.9 1,814,959 26.6

1,814,959

6,812,509

(単位；千円，％）

128,726

122,410

250,000

187,513

6,904,022

２００５
平成１７年度

1,280,928

3,063,472

653,150

4,997,550

377,919

741,714

6,677

120,601

250,000

246,449

1,855,985

6,804,201

1,266,992

3,130,026

651,019

5,048,037

374,178

734,371

6,611

123,775

118,819

250,000

245,396

1,882,350

6,897,387

1,253,207

2,996,988

671,656

4,921,851

400,474

742,100

6,546

119,015

117,064

250,000

344,353

2,019,043

466,806

719,901

6,481

114,438

1,239,572

2,964,351

674,421

4,878,344

143,320

1,701,057

6,530,903

6,417

110,037

115,334

250,000

671,651

4,829,846

363,175

712,774

2,900,257

1,213,081 1,226,086

2,932,109

726,267

427,686

4,805,938

692,600

411,600

100,291

105,805

6,354

7,015,316

2,209,378

431,375

一
　
般
　
財
　
源

特
　
　
定
　
　
財
　
　
源

Ⅰ

Ⅱ

合 計

分 類

２００３
平成１５年度

２００４
平成１６年度

 一般会計推計表（歳入） 

２００１
平成１３年度

２００２
平成１４年度

　　　　　　　　年　度

　　項　目

２０００
平成１２年度
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推 計 額
構成
比

推 計 額
構成
比

推 計 額
構成
比

推 計 額
構成
比

推 計 額
構成
比

推 計 額
構成
比

人 件 費 1,843,433 26.5 1,871,084 28.9 1,899,150 27.8 1,927,637 28.4 1,956,551 28.4 1,985,899 29.2

扶 助 費 417,688 6.0 421,864 6.5 426,082 6.2 430,342 6.4 434,645 6.3 438,991 6.5

公 債 費 833,927 12.0 827,300 12.8 824,114 12.0 799,505 11.8 1,003,189 14.6 805,583 11.9

小 計 3,095,048 44.5 3,120,248 48.2 3,149,346 46.0 3,157,484 46.6 3,394,385 49.3 3,230,473 47.6

普通建設事業費 1,416,514 20.4 926,601 14.3 1,234,445 18.0 1,142,681 16.9 1,066,787 15.5 1,120,125 16.5

災害復旧事業費 15,054 0.2 7,323 0.1 7,432 0.1 7,543 0.1 7,656 0.1 7,770 0.1

小 計 1,431,568 20.6 933,924 14.4 1,241,877 18.1 1,150,224 17.0 1,074,443 15.6 1,127,895 16.6

物 件 費 854,822 12.3 863,370 13.4 872,003 12.7 880,723 13.0 889,530 12.9 898,425 13.2

維 持 補 修 費 30,777 0.4 31,084 0.5 31,394 0.5 31,707 0.4 32,024 0.5 32,344 0.5

補 助 費 795,614 11.5 802,275 12.4 820,992 12.0 846,227 12.5 801,099 11.7 802,137 11.8

そ の 他 744,499 10.7 719,525 11.1 729,428 10.7 711,582 10.5 689,704 10.0 702,082 10.3

小 計 2,425,712 34.9 2,416,254 37.4 2,453,817 35.9 2,470,239 36.4 2,412,357 35.1 2,434,988 35.8

6,952,328 100.0 6,470,426 100.0 6,845,040 100.0 6,777,947 100.0 6,881,185 100.0 6,793,356 100.0

 一般会計推計表（歳出） 

２００１
平成１３年度

２００２
平成１４年度

２０００
平成１２年度

合 計

普
通
建
設
事
業

２００３
平成１５年度

２００４
平成１６年度

２００５
平成１７年度

(単位；千円，％）

そ
　
　
の
　
　
他

　　　　　　　　　　年　度

　　項　目

義
　
務
　
的
　
経
　
費



 
 

町 民 意 識 調 査 結 果 

 

１． 調査の概要 

地域住民の意向を長期総合計画及び国土利用計画に反映させるため、次の要領でアンケ

ート調査を行った。 

 

 １）実施期間  平成１１年７月２７日 配布 

         平成１１年８月３１日までに回収 

 

 ２）調査対象および抽出の方法 

    ２０歳以上の男女９００名（男４４０人 女４６０人）を住民情報システムに

より無作為に抽出した。 

 

 ３）配布および回収の方法 

    郵送にて配布・回収を行った結果、回収率は３４％であった。 

 

 

２．アンケート調査結果 

問１．回答者の住んでいる地区 

地 区 回答者 構成比 回収率 

川南東 ８６ 28.1％ 34.4％ 

川南西 ５８ 19.0％ 33.5％ 

通 山 ４３ 14.0％ 27.7％ 

山 本 ３７ 12.1％ 41.1% 
東 ３６ 11.8％ 26.5％ 
多 賀 ３１ 10.1％ 32.3％ 
未回答 １５ 4.9％  

 

 

問２．回答者の性別 

区 分 回答数 構成比 回収率 

男 １２５ 40.8％ 28.4％ 

女 １８１ 59.2％ 39.3％ 

 

 

問３．あなたの年齢は 

年齢区分 回答者 構成比 

２０才代 ２５ 8.2％ 

３０才代 ４４ 14.4％ 

４０才代 ５８ 18.9％ 

５０才代 ４６ 15.0％ 

６０才代 ６６ 21.6％ 

７０才代 ６１ 19.9％ 

８０歳以上 ６ 2.0％ 
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問４．回答者の職業 

職業区分 回答者 構成比 職業区分 回答者 構成比 

農林水産業専業 ４８ 15.7％ 公務員団体職員 ２２ 7.2％ 

農林水産業兼業 ８ 2.6％ 学 生 ０ 0.0％ 

自営（商工サービス）業 ２１ 6.9％ 無 職 ５９ 19.3％ 

民間（サービス）会社員 ４１ 13.4％ 主 婦 ６０ 19.6％ 

民間会社管理職 ８ 2.6％ その他 ３９ 12.7％ 

 
 
問５．住居の区分 

区  分 回答者 構成比 区  分 回答者 構成比 

持ち家 ２５５ 83.3％  社宅・寮 ３ 1.0％ 

公営住宅 １５ 4.9％ 間借り １ 0.3％ 

民間アパート ８ 2.6％ その他 ９ 3.0％ 

民間借家 １４ 4.6％ 未回答 １ 0.3％ 

 

 

問６．居住年数について 

年数区分 回答者 構成比 

２年未満 ２１ 6.9％ 

２年以上５年未満 ２８ 9.2％ 

５年以上 10 年未満 ４１ 13.4％ 

10 年以上 20 年未満 ４５ 14.7％ 

２０年以上 １７１ 55.9％ 

 

 

問７．（１）川南町住みやすさは 

区   分 回答者 構成比 

非常に住みやすい ７０ 22.9％ 

まあ住みやすい １８１ 59.2％ 

やや住みにくい ３９ 12.7％ 

非常に住みにくい ８ 2.6％ 

わからない ７ 2.3％ 

未回答 １ 0.3％ 

 

 

（２）川南町に永住を希望しますか 

区   分 回答者 構成比 

永住したい １４４ 47.1％ 

なるべく永住したい １０７ 35.0％ 

できれば移転したい ３２ 10.5％ 

はやく移転したい ２ 0.6％ 

わからない ２０ 6.5％ 

未回答 １ 0.3％ 
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問８．（１）住みやすい理由は（３つ以内の複数回答） 

理 由 区 分 回答者 構成比 

自然環境に恵まれている。 １７０ 24.6％ 

住んでいる人の人情や気風がよい。 ７４ 10.7％ 

歴史遺産・文化が優れ、誇りを感じる。    ８ 1.2％ 

体育、文化などの行事が盛んである。    ５ 0.7％ 

近所付合い等に親しみや連帯感がある。 ７４ 10.7％ 

野菜果物類が新鮮でおいしい。 ６５ 9.4％ 

教育環境に恵まれている。    ４ 0.6％ 

医療機関に恵まれている。 ２３ 3.3％ 

子供の遊び場が多い。    ５ 0.7％ 

通勤通学に便利である。 ２８ 4.1％ 

買物など日常生活に便利である。 ３９ 5.7％ 

静かで公害が少ない。 ５２ 7.5％ 

よい働き場所がある。    ７ 1.0％ 

長年住み慣れている。 １３３ 19.3％ 

その他    ３ 0.4％ 

 

（１）住みにくい理由は（３つ以内の複数回答） 

理 由 区 分 回答者 構成比 

自然が失われつつある。    ３ 2.6％ 

人情・気風になじめない。  ４ 3.4％ 

古い習慣やしきたりが多い。    ９ 7.7％ 

体育・文化などの行事が多い。    ２ 1.7％ 

近所付合い等に親しみや連帯感が薄い。  ４ 3.4％ 

新鮮な野菜果物が手に入れにくい。  １ 0.9％ 

教育環境が悪い。    ５ 4.3％ 

医療機関が充実していない。 １７ 14.5％ 

子供の遊び場がなく危険である。    １ 0.9％ 

通勤通学に不便。  ９ 7.7％ 

買い物など日常生活に不便。 １８ 15.4％ 

騒音や公害が多くなった。  ９ 7.7％ 

良い働き場所がない。 １９ 16.2％ 

住宅事情・環境が悪い。   ９ 7.7％ 

その他    ７ 6.0％ 

 

問９．現在の住んでいる地域の望ましい姿は 

地 域 区 分 回答者 構成比 

農業の発展による農村地域 １０９ 35.6％ 

通勤労働者の田園居住地域 ３７ 12.1％ 

農業との調和による農工併進地域 ８１ 26.5％ 

工場誘致による工業地域     ６ 2.0％ 

観光レクリエーション地域 ２４ 7.8％ 

都市環境整備を図る都市地域 ２９ 9.5％ 

未回答 ２０ 6.5％ 
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問 10．市街地及び市街地周辺における農地の今後のあり方 

市街地内の農地 周辺小規模農地 
土地利用区分 

回答者 構成比 回答者 構成比 

計画的に宅地誘導   ９３ 30.4％   ５２ 17.0％ 

農地として保全   ３０ 9.8％   ５０ 16.3％ 

生産基盤の整備   １３ 4.2％   １９ 6.2％ 

市街地内の緑地空間   ７４ 24.2％   ６４ 20.9％ 

公共施設の保留地   ２９ 9.5％   ３９ 12.8％ 

どうでもよい    ５ 1.6％    ６ 2.0％ 

わからない   ３４ 11.1％   ２６ 8.5％ 

未回答   ２８ 9.2％   ５０ 16.3％ 

 

周辺大規模未整備農地 周辺大規模整備農地 
土地利用区分 

回答者 構成比 回答者 構成比 

計画的に宅地誘導   ２６ 8.5％   １４ 4.6％ 

農地として保全   ２３ 7.5％  １０３ 33.7％ 

生産基盤の整備  １０３ 33.7％   ４２ 13.7％ 

市街地内の緑地空間   ２４ 7.8％   ２８ 9.1％ 

公共施設の保留地   ５３ 17.3％   ３２ 10.5％ 

どうでもよい    ７ 2.3％    ５ 1.6％ 

わからない   １９ 6.2％   ２９ 9.5％ 

未回答   ５１ 16.7％   ５３ 17.3％ 

 

問 11．町内の農地や山林の今後の土地利用のあり方 

区             分 回答者 構成比 

大規模開発による利用転換は極力抑制  １３９ 45.4％ 

農地整備や造林事業など積極的に推進   ７２ 23.6％ 

住宅地や公共施設用地として確保し計画的に利用   ３８ 12.4％ 

大規模宅地、工業、観光開発のためなら仕方がない   ２７ 8.8％ 

わからない   ２３ 7.5％ 

未回答    ７ 2.3％ 

 

問 12．開発と自然環境の保全のあり方（基本的方向） 

区             分 回答者 構成比 

自然環境を積極的に保全し、開発は原則として考えない。   ３２ 10.4％ 

自然環境の保全を基本とし、最小限の開発を行う。  １１３ 36.9％ 

自然環境区域を定め、その他の区域は開発の方向で考え

る。 

  ７７ 25.2％ 

自然環境の保全と開発の調和を図るが、開発を重視する。   ４５ 14.7％ 

自然環境の保全を最小限にとどめ、積極的に開発を行う。   １１ 3.6％ 

わからない。   ２１ 6.9％ 

未回答    ７ 2.3％ 
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問 13．生活環境等の満足度は（上段：回答者数 下段：構成比：％） 

区     分 評価１ 評価 2 評価 3 評価 4 評価 5 評価 6

15 119 90 25 11 27 
自然美、文化風習が残されている。 

5.2 41.5 31.4 8.7 3.8 9.4 

38 111 90 44 45 9 
通勤通学の便利さ 

13.3 39.0 13.3 15.4 15.8 3.2 

11 76 50 61 82 5 
宮崎市へ出かける時の便利さ 

3.9 26.7 17.5 21.4 28.8 1.7 

15 106 52 60 32 15 
通学の安全性 

5.4 37.9 18.6 21.4 11.4 5.4 

32 103 35 69 38 7 
道路の広さ、舗装の程度 

11.3 36.2 12.3 24.3 13.4 2.5 

25 85 30 66 65 13 
側溝，排水路の整備状況 

8.8 29.9 10.6 23.2 22.9 4.6 

50 104 52 27 29 21 
災害からの安全性 

17.7 36.8 18.4 9.5 10.2 7.4 

23 88 63 73 32 3 
自宅近くでの車からの安全性 

8.2 31.2 22.3 25.9 11.3 1.1 

15 69 50 52 74 21 
河川の水のきれいさ 

5.3 24.6 17.8 18.5 26.3 7.5 

9 85 53 56 45 33 
海岸、海水の清潔度 

3.2 30.3 18.9 19.9 16.0 11.7 

9 65 62 75 63 9 
ゴミの散乱清潔度 

3.2 23.0 21.9 26.5 22.2 3.2 

23 98 46 48 52 15 
ゴミやし尿の処理方法 

8.2 34.8 16.3 17.0 18.4 5.3 

38 109 46 46 32 12 
工場、車等による騒音、振動 

13.4 38.5 16.3 16.3 11.3 4.2 

34 125 37 48 35 5 
身近での医療機関の充実度 

12.0 44.0 13.0 16.9 12.3 1.8 

45 101 59 27 37 13 
近くでの会合場所の設置状況 

16.0 35.8 20.9 9.6 13.1 4.6 

19 72 62 48 47 35 
老人の憩いの場 

6.7 25.4 21.9 17.0 16.6 12.4 

20 71 52 74 49 17 
子供の遊び場、公園の充実度 

7.1 25.1 18.4 26.1 17.3 6.0 

2 16 52 67 119 26 
教育機関や就労の場の確保 

0.7 5.7 18.4 23.8 42.2 9.2 

9 125 70 57 14 8 
全体的に生活するうえでの環境 

3.2 44.2 24.7 20.1 5.0 2.8 

 

評価１：満足     評価２：ほぼ満足     評価３：どちらとも言えない 

評価４：やや不満   評価５：不満       評価６：わからない 
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問 14 商工業を発展させるための施策（2つ以内の複数回答等） 

施 策 の 区 分 回答者 構成比 

工業団地の確保、無公害工場の誘致   １５１ 27.0％ 

経済波及効果の大きい工業誘致    ８５ 15.2％ 

楽しんで買い物ができる商店街の形成   １９６ 35.1％ 

中小・零細企業の協業化・団地化    ４９ 8.8％ 

経営診断等経営指導の強化    ６９ 12.3％ 

その他     ９ 1.6％ 

 

 

問 15 産業振興、雇用機会拡大のためどのような形態の産業が必要か 

施 策 の 区 分 回答者 構成比 

若い男子が働ける産業    ４０ 13.1％ 

若い女子が働ける産業     ４ 1.3％ 

中高年男子が働ける産業     ７ 2.3％ 

中高年女子が働ける産業    １０ 3.3％ 

年齢・性別に関係なく働ける産業   ２２９ 74.8％ 

わからない。     ８ 2.6％ 

未回答     ８ 2.6％ 

 

 

問 16 農業について 

（１）将来の農業経営像は 

      区         分 回答者 構成比 

購入借地による大規模専業農家     ８ 14.3％ 

現規模まま高度生産技術導入による専業農家    １９ 33.9％ 

現規模まま専業から兼業経営による移行     ４ 7.1％ 

経営面積を減らし兼業経営     ３ 5.4％ 

売買または小作に出し農業はやめたい。     １ 1.8％ 

現状のままでよい。    １１ 19.6％ 

わからない。     ３ 5.4％ 

未回答     ７ 12.5％ 

 

（２）農業後継者 

区     分 回答者 構成比 

決まっている。（同居）    １９ 33.9％ 

決まっている。（別居）     ６ 10.7％ 

予定している。     ３ 5.4％ 

必要でない。     ７ 12.5％ 

わからない。    １４ 25.0％ 

未回答     ７ 12.5％ 
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問 17 社会教育で必要とされる施策（２つ以内の複数回答） 

施  策  区  分 回答者 構成比 

高校・大学の誘致    ８９ 16.1％ 

教育環境の整備   １４５ 26.3％ 

文化活動及び施設の充実、向上    ８４ 15.2％ 

スポーツ行事の充実と施設の整備    ６５ 11.8％ 

各種団体の組織活動の充実    ４３ 7.8％ 

生涯教育提供及び施設の充実   １２６ 22.8％ 

 

問１８ これからの社会福祉について（２つ以内の複数回答） 

施  策  区  分 回答者 構成比 

心身障害者の援助施設の整備    ４２ 7.3％ 

高齢者・心身障害者の働ける場の誘致    ７４ 12.9％ 

高齢者・心身障害者の福祉センターの整備    ７７ 13.5％ 

寝たきり老人等のための在宅福祉の充実   １２１ 21.1％ 

介護保険制度のための受入れ施設の充実    ９３ 16.3％ 

能力・特技を社会に活かした奉仕活動    ５９ 10.3％ 

青少年の健全育成運動の充実    ７７ 13.5％ 

生活貧困者に対する助成    ２９ 5.1％ 

 

問１９ 地域での分館活動状況 

活  動  区  分 回答者 構成比 

非常に活発だ。    ２４ 7.9％ 

まあ活発だ。   １３２ 43.1％ 

あまり活発でない。    ６４ 20.9％ 

まったく活発でない。    １１ 3.6％ 

わからない。    ７０ 22.9％ 

未回答     ５ 1.6％ 

  

問２０ （１）社会教育課の行う教室や講座への参加の有無 

活  動  区  分 回答者 構成比 

参加したことがある。    ８３ 27.1％ 

参加したことがない。   ２１９ 71.6％ 

未回答     ４ 1.3％ 

 

    （２）参加しての感想 

活  動  区  分 回答者 構成比 

ためになった。    ６７ 80.7％ 

ためになっていない。     ３ 3.6％ 

どちらとも言えない。     ８ 9.7％ 

未回答     ５ 6.0％ 
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    （３）参加しなかった理由 

区        分 回答者 構成比 

教室や講座のあることを知らなかった。    ５８ 26.5％ 

学習したい場所が遠いため参加しなかった。    １３ 6.0％ 

働いており疲労や多忙のため参加しなかった。   １０８ 49.3％ 

学習の必要を感じなかった。    ２９ 13.2％ 

自分なりに学習を進めている。     ４ 1.8％ 

未回答     ７ 3.2％ 

   

 

問２１ 興味のある活動は（４つ以内の複数回答）上位１２位まで 

区     分 回答数 割合 

園芸・盆栽    ９１ 29.7％ 

ワープロ・パソコン    ６３ 20.6％ 

料理    ６１ 19.9％ 

体操・トレーニング    ５８ 19.0％ 

釣り    ５３ 17.3％ 

編物・和洋裁    ５１ 16.7％ 

野球・ソフトボール    ５０ 16.3％ 

カラオケ    ４４ 14.4％ 

陶芸    ３７ 12.1％ 

書道    ３１ 10.1％ 

写真・映画・ビデオ    ３１ 10.1％ 

割合は、回答者 306 名に対する割合 

 

問２２ 余暇を過ごすために必要な施設及び施策（２つ以内の複数回答） 

施 設 及 び 施 策 区 分 回答者 構成比 

遊園地・ゴルフ場等の大型レジャー施設    ２６ 4.9％ 

ホテル等リゾート施設    ２１ 3.9％ 

手軽にできるスポーツ施設   １０８ 20.4％ 

博物館・美術館    ２１ 3.9％ 

映画館・劇場・音楽ホール    ３８ 7.2％ 

クアハウス・健康センター等保養研修施設   １１１ 20.9％ 

キャンプ場の整備    ４４ 8.3％ 

サイクリング道路・散策道    ４８ 9.1％ 

社会教育講座の開催    ２９ 5.5％ 

スポーツ文化イベント    ３７ 7.0％ 

趣味スポーツ活動指導者の育成    ３７ 7.0％ 

その他    １０ 1.9％ 
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川企第３９３号 

平成１２年 1月 9日 

 
 

 川南町総合計画審議会  

  会 長 細 谷 サ ツ エ 殿  

 
 

川南町長 河 野 寛 一  

 
 

川南町長期総合計画及び川南町国土利用計画について（諮問）  

 

このことについて、将来の町政運営の指針としたいので、川南町総

合計画審議会条例（昭和４６年条例第１３号）に基づき、下記につい

て審議くださるよう諮問いたします。  

 

記  

 

 １．第四次川南町長期総合計画基本構想（案）  

 ２．第三次川南町国土利用計画（案）  
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平成１２年１２月４日 

 
 
 川南町長 河 野 寛 一 殿 

 
 

川南町総合計画審議会 
 会 長  細谷サツエ 

 
 

第四次長期総合計画基本構想（案）及び第三次川南町国土 
利用計画（案）に対する答申について 

 
 平成１２年１１月９日付け発川企第３９３号で諮問のあった第四次長期総合計

画基本構想（案）及び第三次川南町国土利用計画（案）について、慎重に審議を重

ねた結果、その内容は概ね妥当であると認め、審議の過程で出された意見、要望を

付して答申します。 
 なお、本計画は、２１世紀初頭における本町の進むべき方向を示したものである

が、計画に基づく諸施策を積極的に推進し、本町の将来像である「生まれて育った

ことに誇りの持てる町川南」実現のため尽力されるよう要望します。 

 
記 

 
１ 長期構想について 
（１）行財政の効率化を図るうえで、広域処理や広域合併は今後重要な政策課題と

思われるが、町民の理解と総意を念頭に、また行政サービスの低下を招くこと

のないよう取組みを検討されたい。 

 
（２）少子高齢化が進行するなか、本町産業は極めて厳しい状況下にあるが、今後

更に地域の活力が低下することのないよう福祉の充実、産業の振興、住環境整

備のための施策を推進し、活力ある本町将来像の実現に努められたい。 
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（３）東九州自動車道に設置されるサービスエリアの整備については、道路利用者

のみならず、町民の利活用により地域振興が図れるようその施設内容を早急に

検討されたい。 

 
２ 国土利用計画について 
（１）東九州自動車道の建設は、土地利用を分断することにより、開通後土地利用

のほか環境問題等様々な問題が発生することが予想されるので、これらに対し

て適切な対応に努められたい。 

 
（２）山麓地域における温州みかん園跡地については、その多くが耕作放棄地や森

林となっているものの、依然として農業振興地域として位置付けられている。

実態は農地としての利用が不可能な状況にあり、今後利用の在り方について検

討されたい。 
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総合計画審議会委員名簿 

 

会 長  細 谷 サ ツ エ   前教育委員長 

 

委 員  河 野  巧   川南町議会議員 

 

 〃   上 田 忠 義   川南町議会議員 

 

 〃   江 藤 和 利   川南町議会議員 

 

 〃   池 田 正 人   川南町議会議員 

 

 〃   苽 生 公 三   川南町農業委員会会長 

 

 〃   日 髙 吉 幸   尾鈴農業協同組合会長 

 

 〃   日 髙 昭 彦   川南町認定農業者協議会会長 

 

 〃   濱 本 義 則   川南町商工会会長 

 

 〃   石 井 恭 一   川南町漁業協同組合組合長 

 

 〃   北 原 輝 圀   川南町分館長会会長 

 

 〃   河 野 和 子   川南町地域婦人連絡協議会会長 

 

 〃   深 田 恒 夫   川南町民生・児童委員協議会会長 

 

 〃   永 田 周 治   金鈴学園園長 

 

 〃   黒 木 輝 己   川南合衆国フロンティア百人委員会会長 
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第四次川南町長期総合計画策定の経緯 

 

年 月 日     内     容 

H11． 7．16  策定要領およびスケジュール打合せ 

H11． 7．21  第１回策定会議 

H11． 7．27  町民意識調査開始 

H11． 8．31  町民意識調査終了 

H11． 9． 1  町民意識調査集計開始 

H11．10．14  町民意識調査集計終了 

H11．11．18  第２回策定会議 

H12． 2～   町民からの意見募集 

H12． 3．31  各課からの意見募集 

H12． 4．18  第３回策定会議 

H12． 4．28  第４回策定会議 

H12． 9．27～ 基本計画各課ヒアリング 

H12．11． 9  総合計画審議会委員委嘱状交付諮問 

   〃     第１回総合計画審議会 

H12．11．17  第５回策定会議 

H12．11．20  第２回総合計画審議会 

H12．11．27  第３回総合計画審議会 

H12．11．30  第６回策定会議 

H12．12． 4  総合計画審議会答申 

H12．12．11  基本構想町議会提案 

H13． 3． 5  基本構想町議会可決 
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　飛　　髙　　　明
　委　員 　黒　　木 　農　　夫 　委　員 　蓑　　原　　敏　　朗 　委　員 黒　　木　　秀　　一　 　委　員

　伊　　木　　貴　　子
　　〃 　坂　　本　　達　　也 　　〃 　篠　　原　　忠　　雄 　　〃 　西　　川　　義　　孝 　　〃

　　〃 　河　　野　　記　　一 　　〃 　吉　　田　　一二六 　　〃 　石　　井　　美智男 　　〃

　　〃 　石　　原　　　　勉 　　〃 　橋　　本　　正　　夫　 　　〃 　諸　　橋　　　司 　　〃

　　〃 　長　　友　　国　　昭 　　〃 　佐　　藤　　　弘 　　〃 　杉　　尾　　英　　敏 　　〃

　　〃 　恵　　利　　暢　　英 　　〃 　土　　工　　真　　咲 　　〃 　高　　松　　秀　　樹 　　〃

　　〃 　杉　　尾　　義　　秀 　　〃 　竹　　本　　　直 　　〃 　村　　井　　俊　　文 　　〃

　　〃 　中　　村　　文　　男 　　〃 　有　　澤　　　章 　 　伊　　藤　　康　　雄 　　〃

　　〃 　重　　広　　大　聿 　　〃 　有　　吉　　初　　雄 　　〃 　荒　　川　　正　　文 　　〃

　　〃 　小　　嶋　　明　　夫 　　〃 　杉　　本　　智　　子 　　〃 　河　　辺　　正　　子 　　〃

　　〃 　稲　　田　　勝　　重 　　〃 　米　　田　　正　　直 　　〃 　米　　田　　泰　　三 　　〃

　　〃 　米　　田　　健　　一 　　〃 　重　　広　　美智子 　　〃 　吉　　田　　喜久吉 　　〃

　　〃 　平　　山　　勝　照 　　〃 　繁　　富　　　勉 　　〃 　永　　友　　好　　典 　　〃

　　〃 　河　　野　　　寛 　　〃 　　　谷　　　洋　　子 　　〃 　大　　山　　喜美子 　　〃

　　〃 　橋　　口　　智　　郷 　　〃 　篠　　原　　　浩 　　〃 　渡　　部　　時　　義 　　〃

　　〃 　大　　山　　一　　信 　　〃 　佐　　藤　　むつ子 　　〃 　吉　　村　　典　　道 　　〃

　　〃 　中　　村　　　　正 　　〃 　河　　野　　友　　子 　　〃 　押　　川　　和　　世 　　〃

　　〃 　坂　　本　　道　　彦 　　〃 　押　　川　　孝　　男 　　〃 　永　　友　　尚　　登 　　〃

　　〃 　山　　村　　晴　　雄 　　〃 　日　　高　　康　　一 　　〃 　井　　上　　征　　雄 　　〃

　　〃 　杉　　本　　陽　　一 　　〃 　横　　尾　　　剛　　 　　〃 　河　　野　　秀　　二 　　〃

　　〃 　竹　　本　　　　修 　　〃 　押　　川　　義　　光 　　〃 　　　林　　あやこ　　 　　〃

　　〃 　川　　越　　智　　子 　　〃

　　〃 　三　　角　　博　　志　 　　〃

（補佐兼農政係長）

（ 農 地 係 長 ）

（選挙管理委員会係長）

（ 補 佐 兼 企 画 係 長 ）

（ 収 入 役 ） （補佐兼職員電算係長） （ 水産林業係長 ）
（ 企 画 係 主 査 ）

（ 教 育 長 ） （ 総務消防係長 ） （補佐兼開発係長）

（ 総 務 課 長 ） （補佐兼財政係長） （ 耕 地 係 長 ）

（ 財 政 課 町 ） （ 管 財 係 長 ） （ 農 村 整 備 係 長 ）

（ 企画商工課町 ） （まちづくり担当主幹） （ 土 木 係 長 ）

（ 税 務 課 長 ） （ 商工広報係長 ） （高速道担当主幹）

（ 町 民 課 長 ） （補佐兼賦課係長） （補佐兼都市計画係長）

（ 健康福祉課長 ） （ 固定資産係長 ） （ 補佐兼指導員 ）

（ 生活環境課長 ） （主幹兼管理収納係長） （ 会計課長補佐 ）

（ 農林水産課長 ） （ 住 民 係 長 ） （ 会 計 係 長 ）

（ 農村整備課長 ） （補佐兼国民健康保険係長） （ 補 佐 兼 管 理 係 長 ）

（ 建 設 課 長 ） （ 国 民 年 金 係 長 ） （ 工 務 係 長 ）

（老人ホーム園長） （健康福祉課長補佐） （議会事務局長補佐）

（ 会 計 課 長 ） （ 社 会 福 祉 係 長 ） （補佐兼総務係長）

（ 水 道 課 長 ） （高齢者福祉係長） （ 学 校 教 育 係 長 ）

（ 議会事務局長 ） （ 児童福祉係長 ） （補佐兼社会体育係長）

（ 教育総務課長 ） （ 健 康 推 進 係 長 ） （主幹兼社会教育係長）

（ 社会教育課長 ） （補佐兼生活交通係長） （ 文化施設係長 ）

（共同調理場所長） （ 環境保全係長 ）

（ 農委事務局長 ） （補佐兼畜産係長）

（農林水産課専門 （畜産環境対策主

（農産園芸係長 ）

（補佐兼都市計画係長）

 
 

川　南　町　第　四　次　総　合　計　画　策　定　委　員　会　名　簿

策定委員会 委員長　谷口　泰淳（助役）

策定会議 策定連絡会議 事務局
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